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本報告書について

The price of retreat

本報告書は、Management Sciences for Health（MSH）の分析に基づき、アフリカン・リーダーズ・マラリア・アライアン
ス（ALMA）とマラリア・ノーモアUK（MNMUK）によって執筆・作成されました。本分析の基盤となるデータモデリング
を共有いただいたマラリア・アトラス・プロジェクト（MAP）に感謝します。
本報告書は、一世代のうちにマラリア制圧を目指すアフリカ全土の草の根キャンペーン「ゼロマラリア～いっしょに始め
よう（Zero Malaria Starts with Me）」から生まれたグローバル運動「ゼロマラリア」への寄稿として作成、発表されたもの
です。
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School children with their teacher in Lagos, Nigeria. Malaria No More UK
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アフリカ大陸にとって、若年層人口は最も大切な資産の1つです。しかし、2025年から2030年にかけて、さらには2040
年まで長期にわたって学齢児童のマラリア罹患率が上昇した場合、将来世代の経済的繁栄はよりいっそう脅かされること
になります。マラリアにかかった子どもたちの多くが学習の中断を余儀なくされるため、認知能力の発達が阻害され、潜在
的な将来所得が制限されることにより、アフリカ地域の経済成長の見通しに直接的な影響を及ぼします。グローバルファ
ンドの増資が20％削減され、マラリアによる生徒の欠席と学業成績への影響が増加した場合、2040年までに同地域の所
得は 57億ドル減少すると予測されています。一方、2030 年のGTS 目標が達成された場合は、同期間に若年層の所得が
1,710億ドル押し上げられる可能性があります。

モデリングは、マラリアが重大な健康問題であるだけでなく、経済問題でもあることを示しています。このモデリングから
明らかなのは、資金調達（グローバルファンドの目標増資額の調達を含む）を維持、拡充することが、人びとの命と生計を守
り、経済を守るということです。これが実行できなければ、マラリア再興を招き、数十億ドルのGDPが消失し、国際連携が
弱体化し、アフリカの次世代から未来を奪うことになるでしょう。マラリア対策を軌道に戻すためには、再び必要な資源を
投資できるようにするための「ビッグプッシュ」が急務であることがお分かりいただけるでしょう。

この機会を逃さないためにも、国際社会とマラリア流行国は「ビッグプッシュ」を推進するため以下を実行する必要があり
ます。
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マラリアの制圧は目前まで来ています。しかし、これを達成するためには、医療システムを強化し、医療従事者を配置し、人
びとが効果的な診断、治療、予防技術を確実に利用できるよう、戦略的に資源を投じ続けることが前提となります。

国際社会は過去20年間でマラリアによる死亡率を半減させるなど、著しい進展を遂げてきました。今日、マラリアとの闘
いは、最新の蚊帳と殺虫剤、改良された治療法、迅速な診断法、承認済みの2種類のワクチンといった先進のツールによっ
て支えられており、さらに革新的なツールも開発途上にあります。

しかし現在、資金不足によって、マラリア対策のための活動が行き詰まっています。マラリア対策の国家戦略として行われ
ている活動の半数以上が資金不足に陥っており、流行国ではコモディティギャップが拡大しています。さらに、気候変動や
薬剤・殺虫剤耐性の増加、貿易の混乱、世界情勢の不安定化といったさまざまな悪条件が、マラリア対策の効果を揺るがし、
2000年以降の着実な取り組みによって成し遂げた成果を後退させてしまう恐れがあります。

エグゼクティブサマリー アフリカ大陸にとって、若年層人口は最も大切な資産の1つです。しかし、2025年から2030年にかけて、さらには2040
年まで長期にわたって学齢児童のマラリア罹患率が上昇した場合、将来世代の経済的繁栄はよりいっそう脅かされること
になります。マラリアにかかった子どもたちの多くが学習の中断を余儀なくされるため、認知能力の発達が阻害され、潜在
的な将来所得が制限されることにより、アフリカ地域の経済成長の見通しに直接的な影響を及ぼします。グローバルファ
ンドの増資が20％削減され、マラリアによる生徒の欠席と学業成績への影響が増加した場合、2040年までに同地域の所
得は 57億ドル減少すると予測されています。一方、2030 年のGTS 目標が達成された場合は、同期間に若年層の所得が
1,710億ドル押し上げられる可能性があります。

モデリングは、マラリアが重大な健康問題であるだけでなく、経済問題でもあることを示しています。このモデリングから
明らかなのは、資金調達（グローバルファンドの目標増資額の調達を含む）を維持、拡充することが、人びとの命と生計を守
り、経済を守るということです。これが実行できなければ、マラリア再興を招き、数十億ドルのGDPが消失し、国際連携が
弱体化し、アフリカの次世代から未来を奪うことになるでしょう。マラリア対策を軌道に戻すためには、再び必要な資源を
投資できるようにするための「ビッグプッシュ」が急務であることがお分かりいただけるでしょう。

この機会を逃さないためにも、国際社会とマラリア流行国は「ビッグプッシュ」を推進するため以下を実行する必要があり
ます。2023年だけでも、マラリアは世界で

2億6,300万人の感染者と59万人の死者を出し、
死者の76％は5歳未満の子どもでした。

これは、世界の指導者たちが無視できない現実です。2023年だけでも、マラリアは世界で2億6,300万人の感染者と59
万人の死者を出し、死者の76％は5歳未満の子どもでした。特に、全世界のマラリア患者と死者数の95％を占めるアフリ
カでは、マラリアの支配を打ち破らなければ、子どもたちの繁栄も、経済の繁栄もありません。マラリアは不安定の要因であ
り、マラリアとこれを媒介する蚊は、人びとの生活や、企業活動、経済成長に計り知れない混乱をもたらします。マラリアは、
人びとが仕事を休み、子どもが学校を休む主な原因の１つです。国際的なマラリア対策資金の59％を提供し、これまでに
203億米ドル以上を投じてきた「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」（略称、グローバルファンド）の第8次増資が迫る
なか、国際社会はこの命綱をしっかりと把持し、拡充し続けることが不可欠です。
マラリア・ノーモアUKとアフリカン・リーダーズ・マラリア・アライアンス（ALMA）によって作成された本報告書は、
マラリア対策資金のわずかな増減もマラリア患者と死者数に重大な影響を与え、GDP（国内総生産）や世界貿易、さらには
鉱業や農業といった主要経済分野にも甚大な影響を及ぼすことを示しています。

「マラリアに対する世界技術戦略」の目標達成に向けた活動が加速された場合、2030 年までにアフリカ大陸全体のGDP
は2,210億ドル増加すると予測されています。さらに2040年までには、アフリカ経済に2.5兆ドルの上乗せが見込まれ、
G7諸国との貿易は1,120億ドル増加すると予測されています。一方、グローバルファンドの増資が20％削減された場合、
2040年までにアフリカのGDPは300億ドル減少し、二国間貿易は13億ドル減少すると予測されています。さらに最悪
のシナリオとして、世界がマラリア対策に背を向け、各国が予防対策を実施できなくなった場合、2040年までにアフリカ
は4,020億ドル、G7諸国は150億ドルの損失を被ることになります。
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A woman gets tested for malaria in Uganda. Zahara Abdul/Malaria No More UK

• G7諸国とパートナー各国をはじめ、全てのドナーが 2025 年 11月の世界エイズ・結核・マラリア対策基金第
8次増資に十分な資金を提供し、マラリア流行国自らが行う投資を支援、強化することにより、マラリア制圧に向
けた「ビッグプッシュ」を行う。

• 2030 年までにアフリカのエイズ、結核を終息させマラリアを制圧するための触媒的枠組み（Catalytic 
Framework to End AIDS, Tuberculosis and Eliminate Malaria in Africa by 2030：以下、触媒的枠組み）を実
行し、アフリカの各国政府は国内資源の動員を優先し、政治的意思の強化と行動加速を推進する。

• マラリア制圧を保健・経済両面の優先課題と認識し、G20諸国に対し、今年のG20首脳会議および保健・貿易・
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• 官民パートナーシップを通じて民間セクターと効果的に連携し、マラリア対策のための国内資金源を拡充する。
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はじめに
マラリアによる死亡率は過去20年間で半減しましたが、特にアフリカ地域の発展途上国は、現在もマラリアによって重大
な経済的負担を受け続けています。世界保健機関（WHO）の2024年版「世界マラリア報告書」によれば、世界のマラリア負
担は依然としてアフリカに集中しています。全世界のマラリア患者および死者は 2 億 6,300 万人にのぼりますが、その
95％をアフリカが占めており、死者の76％が5歳未満の子どもでした1、2。

アフリカのマラリア罹患率と死亡率の低減は、蚊を防除するためのさまざまな介入策と患者ケアの拡充によって推進され
てきました3。

マラリア流行国では過去 10 年間で国内資源の動員が著しく拡大し、現在ではマラリア制御と制圧に向けた全資金の約 3
分の 1 を占めています。こうした国内資源が重要な役割を果たす一方で、世界最大の国際保健資金提供機関である世界エ
イズ・結核・マラリア対策基金（略称、グローバルファンド）は、各国がマラリア対策を推進するための資金援助において、
きわめて重要な役割を果たしてきました。2025年9月、グローバルファンドの年次結果報告書は、同基金がマラリア対策
プログラムのための国際資金の 59％を提供し、現時点で 203 億米ドルを投じたことを報告しました 4。特に重要なのは、
グローバルファンドがサハラ以南のアフリカにおいてマラリア予防ツールの普及を支援する活動の最大の資金源である
という点です5。

マラリアの制御と制圧に向けた取り組みが危機に瀕しています。治療薬や対策ツールへの生物学的耐性の増加、マラリア
流行期への備えと対応に及ぼす気候変動の影響、そして人道危機の増大といったさまざまな脅威が現れ、さらに現在の政
治的・経済的な情勢が追い打ちをかけています。政府開発援助（ODA）の予算を削減する国や削減の意向を示す国が増え、
その結果、グローバルヘルスやその他の国際開発目標に充てられる資金が減少しています。

グローバルファンドの取り組みに十分な資金を調達できるかどうかは、これまで以上に重要であり、マラリア対策への影
響は壊滅的なものとなる可能性がありあます。マラリア・アトラス・プロジェクト（MAP）の最近の分析によれば、グロー
バルファンドの次回増資が110億ドルに減少し、マラリア対策予算が削減された場合、2027年～2029年に1億3,720
万人のマラリア患者と最大33万7,000人の死者が増える可能性があります6。

アフリカでは、すでにマラリア発生率の上昇傾向を示すデータが報告されています。2025年1月から6月にかけ、特に豪
雨に見舞われた南部アフリカを中心に、多くの国でマラリア患者と死者の急増が報告されています7,8。

マラリア流行国は支援国や国際社会と連携し、アフリカ連合（AU）の触媒的枠組みや、2030年までにマラリア罹患率と死
亡率を90％以上削減するというGTS目標と足並みを揃え、アフリカのマラリア制圧達成に向けた取り組みを加速させる
ことが、これまで以上に重要となります。ここでマラリア制圧に向けたビッグプッシュがあれば、人びとの命を救い、過去
20年間のマラリア対策の成果を守り、将来の経済成長を促進することができるでしょう。

マラリア制御・制圧プログラムへの投資は、マラリア流行国にとどまらず、世界経済全体にとっても賢明な選択であり、マ
ラリア・ノーモアUK（MNMUK）が2024年に発表した分析を含め、これを裏付ける報告は現在も増えています9。マラリ
アは労働者が仕事を休み、子どもたちが学校を休む主な原因の1つであり、民間部門と公共部門の生産性や家計の安定性
に大きな影響を与えています。これまでの研究では、マラリアはGDP成長率を最大1.3％減少させることが示されており、
アフリカン・リーダーズ・マラリア・アライアンス（ALMA）の推計によれば、アフリカではマラリアにより年間最大5億
日分の労働が失われています。経済成長と投資の減速は、G7諸国との二国間貿易をはじめとする世界貿易にも複合的な影
響を与えています。複数の国がODAの削減を発表し、グローバルファンドの第8次増資が迫るなか、資金調達シナリオの
違いにより、マラリアによる患者数や死者数のみならず、マクロ経済や主要部門に対してもどのような影響を及ぼしうる
かを理解することは、きわめて重要です。
MNMUKとALMAが発表した本報告書は、Management Sciences for Health（MSH）の新しいモデリングに基づき、マ
ラリア再興が経済にもたらす潜在的なインパクトを調査したものです。本報告書は、資金調達シナリオの違いによって発
生するマラリア患者および死者がアフリカ諸国の成長と開発に及ぼすマクロ経済的インパクトの分析を展開しています。
マラリア対策資金の増減が、総合的な経済成長、貿易、および将来所得の損失にどのような影響を及ぼすか、また、農業、観
光、抽出産業、その他の主要な雇用者といった主要な経済開発分野、ならびに医療システムと個人にかかる負担に対しても
どのような影響を与えるかを検証します。本報告書は、世界全体の分析と地域・国家レベルの分析の双方を提供し、世界の
マラリア負担の50％以上を占めるナイジェリア、コンゴ民主共和国（DRC）、ウガンダ、モザンビーク、ブルキナファソ、ガー
ナ、ケニアおよびザンビアの優先8カ国についても詳述しています。

アフリカの経済成長がすでに脆弱な状況において、同地域でマラリアが再興すれば、その影響は甚大であり、高負荷国では
数千人の命が危険にさらされ、ひいては食糧生産、経済や貿易、人びとの暮らしを混乱に陥れる可能性があります。

本報告書の分析は、マラリア対策への投資がアフリカの経済と貿易相手国にとっていかに重要であるかを説明し、また、
今後数年間にわたってマラリア対策やその他の保健分野への投資に国内資源を効果的に動員できるよう持続可能な方法
でアフリカ諸国の経済成長を支援するための継続的な国際資金の調達が不可欠であることを示しています。
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マラリア対策による経済的利益とマラリア再興のリスク
マラリアによる死亡率は過去20年間で半減しましたが、特にアフリカ地域の発展途上国は、現在もマラリアによって重大
な経済的負担を受け続けています。世界保健機関（WHO）の2024年版「世界マラリア報告書」によれば、世界のマラリア負
担は依然としてアフリカに集中しています。全世界のマラリア患者および死者は 2 億 6,300 万人にのぼりますが、その
95％をアフリカが占めており、死者の76％が5歳未満の子どもでした1、2。

アフリカのマラリア罹患率と死亡率の低減は、蚊を防除するためのさまざまな介入策と患者ケアの拡充によって推進され
てきました3。

マラリア流行国では過去 10 年間で国内資源の動員が著しく拡大し、現在ではマラリア制御と制圧に向けた全資金の約 3
分の 1 を占めています。こうした国内資源が重要な役割を果たす一方で、世界最大の国際保健資金提供機関である世界エ
イズ・結核・マラリア対策基金（略称、グローバルファンド）は、各国がマラリア対策を推進するための資金援助において、
きわめて重要な役割を果たしてきました。2025年9月、グローバルファンドの年次結果報告書は、同基金がマラリア対策
プログラムのための国際資金の 59％を提供し、現時点で 203 億米ドルを投じたことを報告しました 4。特に重要なのは、
グローバルファンドがサハラ以南のアフリカにおいてマラリア予防ツールの普及を支援する活動の最大の資金源である
という点です5。

マラリアの制御と制圧に向けた取り組みが危機に瀕しています。治療薬や対策ツールへの生物学的耐性の増加、マラリア
流行期への備えと対応に及ぼす気候変動の影響、そして人道危機の増大といったさまざまな脅威が現れ、さらに現在の政
治的・経済的な情勢が追い打ちをかけています。政府開発援助（ODA）の予算を削減する国や削減の意向を示す国が増え、
その結果、グローバルヘルスやその他の国際開発目標に充てられる資金が減少しています。

グローバルファンドの取り組みに十分な資金を調達できるかどうかは、これまで以上に重要であり、マラリア対策への影
響は壊滅的なものとなる可能性がありあます。マラリア・アトラス・プロジェクト（MAP）の最近の分析によれば、グロー
バルファンドの次回増資が110億ドルに減少し、マラリア対策予算が削減された場合、2027年～2029年に1億3,720
万人のマラリア患者と最大33万7,000人の死者が増える可能性があります6。

アフリカでは、すでにマラリア発生率の上昇傾向を示すデータが報告されています。2025年1月から6月にかけ、特に豪
雨に見舞われた南部アフリカを中心に、多くの国でマラリア患者と死者の急増が報告されています7,8。

マラリア流行国は支援国や国際社会と連携し、アフリカ連合（AU）の触媒的枠組みや、2030年までにマラリア罹患率と死
亡率を90％以上削減するというGTS目標と足並みを揃え、アフリカのマラリア制圧達成に向けた取り組みを加速させる
ことが、これまで以上に重要となります。ここでマラリア制圧に向けたビッグプッシュがあれば、人びとの命を救い、過去
20年間のマラリア対策の成果を守り、将来の経済成長を促進することができるでしょう。

マラリア制御・制圧プログラムへの投資は、マラリア流行国にとどまらず、世界経済全体にとっても賢明な選択であり、マ
ラリア・ノーモアUK（MNMUK）が2024年に発表した分析を含め、これを裏付ける報告は現在も増えています9。マラリ
アは労働者が仕事を休み、子どもたちが学校を休む主な原因の1つであり、民間部門と公共部門の生産性や家計の安定性
に大きな影響を与えています。これまでの研究では、マラリアはGDP成長率を最大1.3％減少させることが示されており、
アフリカン・リーダーズ・マラリア・アライアンス（ALMA）の推計によれば、アフリカではマラリアにより年間最大5億
日分の労働が失われています。経済成長と投資の減速は、G7諸国との二国間貿易をはじめとする世界貿易にも複合的な影
響を与えています。複数の国がODAの削減を発表し、グローバルファンドの第8次増資が迫るなか、資金調達シナリオの
違いにより、マラリアによる患者数や死者数のみならず、マクロ経済や主要部門に対してもどのような影響を及ぼしうる
かを理解することは、きわめて重要です。
MNMUKとALMAが発表した本報告書は、Management Sciences for Health（MSH）の新しいモデリングに基づき、マ
ラリア再興が経済にもたらす潜在的なインパクトを調査したものです。本報告書は、資金調達シナリオの違いによって発
生するマラリア患者および死者がアフリカ諸国の成長と開発に及ぼすマクロ経済的インパクトの分析を展開しています。
マラリア対策資金の増減が、総合的な経済成長、貿易、および将来所得の損失にどのような影響を及ぼすか、また、農業、観
光、抽出産業、その他の主要な雇用者といった主要な経済開発分野、ならびに医療システムと個人にかかる負担に対しても
どのような影響を与えるかを検証します。本報告書は、世界全体の分析と地域・国家レベルの分析の双方を提供し、世界の
マラリア負担の50％以上を占めるナイジェリア、コンゴ民主共和国（DRC）、ウガンダ、モザンビーク、ブルキナファソ、ガー
ナ、ケニアおよびザンビアの優先8カ国についても詳述しています。

アフリカの経済成長がすでに脆弱な状況において、同地域でマラリアが再興すれば、その影響は甚大であり、高負荷国では
数千人の命が危険にさらされ、ひいては食糧生産、経済や貿易、人びとの暮らしを混乱に陥れる可能性があります。

本報告書の分析は、マラリア対策への投資がアフリカの経済と貿易相手国にとっていかに重要であるかを説明し、また、
今後数年間にわたってマラリア対策やその他の保健分野への投資に国内資源を効果的に動員できるよう持続可能な方法
でアフリカ諸国の経済成長を支援するための継続的な国際資金の調達が不可欠であることを示しています。

The skyline in Lagos, Nigeria. Adobe Stock Image
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モデリングについて
MSHは、マラリアがアフリカ地域の経済的（GDP）・社会的発展に及ぼす影響を分析するため、計量経済モデルを設計しま
した。資金調達シナリオによるマラリア患者数と死者数の予測は、マラリア・アトラス・プロジェクト（MAP）の分析に基
づいています（表1）。

本法の詳細については、こちらを参照してください。https://bit.ly/46I8EvO

このモデルでは、とりわけアフリカにおけるマラリア対策プログラムの最大の国際資金提供者であるグローバルファンド
の次回増資を念頭に置き、ドナー資金の大幅な変化を考慮に入れた4つの増資シナリオを評価しています。

これらのシナリオを全て検討した結果、資金減少による深刻な結果から、GTS目標達成によるプラスの効果まで、さまざま
な将来の可能性が見えてきました。明らかなのは、2000年以降の取り組みを維持し、マラリア急増に起因する甚大な損失
を回避するためには、国内や二国間の資金調達はもとより、グローバルファンドへの資金提供がいかに重要であるかとい
うことです。本報告書で取り上げるシナリオは、その他の主な資金源や資源の流れにも依存する点に留意し、グローバル
ファンドによる支援の停滞あるいは減少、そしてその他の世界的なマラリア対策資金の調達額の変化がどのような悪い結
果を生むかを分析しています。

資金調達シナリオ

各シナリオのモデリングでは、2025～2030年（短期）と2025～2040年（長期）の2種類の時間枠での影響を評価して
います。2030年までのモデリングでは、特にグローバルファンドの第8次増資との関連において、マラリア対策資金の増
減に伴う短期的な影響を評価するほか、GTS 目標や切迫した資金需要に対する進捗状況も評価しています。これが本報告
書の主な焦点です。
2040 年までのモデリングでは、各シナリオのマラリア対策への投資額が同じ水準で継続した場合の経済に及ぼす長期的
な影響と、マラリアがアフリカの経済と貿易相手国に及ぼし続ける複合的な影響に関する予測を提供します。比較のため、
以下にデータを提示します。

時間枠

・シナリオ 1：マラリア対策資金横ばい（フラットライン）
マラリア対策資金の調達額が横ばいとなった場合、グローバルファンドの増資額は約131億ドルとなります10。こ
のシナリオでは、過去のマラリア患者数と死者数に基づく将来予測に、商品コストの上昇（例：次世代商品の展開、貿
易障壁の増加）を考慮した調整を適用しています。その他のシナリオは、全てこのベースラインシナリオと比較され
ることになります。

・シナリオ 2：グローバルファンド20％減
グローバルファンドの増資が前回増資額（GC7）から20％減少した場合、増資額は105億ドルにとどまり、これに
伴いマラリア対策への配分額が約34億ドル削減されます。

・シナリオ 3：予防対策なし
資金の大幅な削減により、予防的なマラリア対策（例：LLIN、IRS、SMC）を実施せず、2023年と同じ水準の患者ケア
のみを行います。

・シナリオ 4：GTS目標達成
取り組みを加速させるための資源需要を満たし、マラリアに対する世界技術戦略（GTS）の2030年目標を達成しま
す11。



資金調達シナリオ別マラリア患者数および死亡者数の変化予測

2025 - 2030 年

予想患者数 予想死亡者数

シナリオ 患者数（人） フラットラインからの増減 フラットラインからの増減死亡者数（人）

1. フラットライン 16.5億 275万

2. グローバルファンド
20％減 16.8億 +3,344万 283万 +82,071

3. 予防対策なし 21.8億 +5億2,585万 374万 +989,675

4. GTS目標達成 7.863億 -8億6,481万 887,272 -186万

2025 - 2040 年

予想患者数 予想死亡者数

シナリオ 患者数（人） 死亡者数（人）

1.フラットライン 51.4億 1,225万

2．グローバルファンド
20％減 52.7億 +1億3,462万 1,258万 +330,032

3. 予防対策なし 71.7億 + 20.3億 1,667万 +443万

4. GTS目標達成 11.4億 -39.9億 272万 -953万

表1

フラットラインからの増減 フラットラインからの増減
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づいています（表1）。
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を回避するためには、国内や二国間の資金調達はもとより、グローバルファンドへの資金提供がいかに重要であるかとい
うことです。本報告書で取り上げるシナリオは、その他の主な資金源や資源の流れにも依存する点に留意し、グローバル
ファンドによる支援の停滞あるいは減少、そしてその他の世界的なマラリア対策資金の調達額の変化がどのような悪い結
果を生むかを分析しています。

各シナリオのモデリングでは、2025～2030年（短期）と2025～2040年（長期）の2種類の時間枠での影響を評価して
います。2030年までのモデリングでは、特にグローバルファンドの第8次増資との関連において、マラリア対策資金の増
減に伴う短期的な影響を評価するほか、GTS 目標や切迫した資金需要に対する進捗状況も評価しています。これが本報告
書の主な焦点です。
2040 年までのモデリングでは、各シナリオのマラリア対策への投資額が同じ水準で継続した場合の経済に及ぼす長期的
な影響と、マラリアがアフリカの経済と貿易相手国に及ぼし続ける複合的な影響に関する予測を提供します。比較のため、
以下にデータを提示します。

・シナリオ 1：マラリア対策資金横ばい（フラットライン）
マラリア対策資金の調達額が横ばいとなった場合、グローバルファンドの増資額は約131億ドルとなります10。こ
のシナリオでは、過去のマラリア患者数と死者数に基づく将来予測に、商品コストの上昇（例：次世代商品の展開、貿
易障壁の増加）を考慮した調整を適用しています。その他のシナリオは、全てこのベースラインシナリオと比較され
ることになります。

・シナリオ 2：グローバルファンド20％減
グローバルファンドの増資が前回増資額（GC7）から20％減少した場合、増資額は105億ドルにとどまり、これに
伴いマラリア対策への配分額が約34億ドル削減されます。

・シナリオ 3：予防対策なし
資金の大幅な削減により、予防的なマラリア対策（例：LLIN、IRS、SMC）を実施せず、2023年と同じ水準の患者ケア
のみを行います。

・シナリオ 4：GTS目標達成
取り組みを加速させるための資源需要を満たし、マラリアに対する世界技術戦略（GTS）の2030年目標を達成しま
す11。
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減に伴う短期的な影響を評価するほか、GTS 目標や切迫した資金需要に対する進捗状況も評価しています。これが本報告
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2040 年までのモデリングでは、各シナリオのマラリア対策への投資額が同じ水準で継続した場合の経済に及ぼす長期的
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マラリアが流行国の経済に与える負担

マラリアは、アフリカの経済成長や労働生産性、医療費、総合的な金融安定性等に甚大な影響を及ぼします。マラリアが流行
国、アフリカ地域、そして世界経済に与える経済的負担を定量化し、実証した研究は、数多く報告されています12。マラリア
はGDP成長を著しく低下させ、投資を妨げ、観光部門を混乱させ、人的資本の開発を弱体化させます。

他の社会経済的要因を考慮したのちも、マラリアは年間1人当たりのGDP成長率を最大1.3％押し下げます。マラリア流
行国ではマラリアのない国に比べ、1人当たりの所得が平均70％も低いことが報告されています13。逆に、マラリアがわず
かでも減少すると、測定可能な経済的利益を生み出すことができます。マラリア罹患率が10％減少すると、1人当たりの年
間GDP成長率が 0.11％増加することが報告されています14。これは、マラリア罹患率の比較的小さな減少でさえ、測定可
能な形で経済を押し上げることを意味しています。このため総力を挙げた対策は、高負荷国に莫大な利益をもたらす可能
性があります。2023年にWHOが発表したモデル推計によれば、マラリアが2030年のGTS目標を達成した場合、高負
荷国の26カ国では合計1,520億米ドルのGDP増加が見込まれており、この金額はこれらの国の総GDPの約0.17％に
相当します15。
ミクロ経済レベルでは、マラリアは特に農業部門において労働者の高い欠勤率と生産性低下を招くことにより、貧困と食
料不安を増悪させます。マラリアの直接的・間接的な経済コストは医療システムに負担をかけ、家計支出を増加させ、影響
を受けた人びとの財政的不安定性を高めることにより、貧困の連鎖を永続化させます16。

セクション1
マラリア再興がアフリカ経済および世界経済に及ぼす影響

今後数年間でマラリアが再興すれば、過去四半世紀にわたって国際社会が行ってきた取り組みの成果を揺るがし始める恐
れがあり、マラリア流行国がすでに直面している経済的問題をさらに悪化させる可能性があります。近年、アフリカの成長
見通しは強まり、2024年には経済パフォーマンスも改善し、実質GDPは3.3％拡大し、54％の国がプラス成長を記録し
ました17。

しかし、この成長は脆弱であり、アフリカ経済はインフレ、通貨安、高い債務返済コスト、そして地政学的な分断により常に
圧迫されています。主要経済国の貿易政策の激変により世界貿易は変容しつつあり、その影響は甚大です。アフリカ開発銀
行は、関税と貿易戦争が他のどの地域よりもアフリカの経済成長力を低下させることを警告しています。2026年の成長予
測は、2月の推計値からすでに0.4％下方修正されています18。
経済がますます脆弱化する状況において、マラリア患者数と死者数がどれだけ増加するかは、流行国の経済にとって重要
な意味合いを持ちます。本セクションでは、4つのシナリオを通じて、アフリカのGDP、潜在的な将来所得、輸出貿易、なか
でもG7諸国との輸出貿易に及ぼす影響を検証します。

すでに脆弱な経済状況にマラリア再興が及ぼす影響
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マラリアは、アフリカの経済成長や労働生産性、医療費、総合的な金融安定性等に甚大な影響を及ぼします。マラリアが流行
国、アフリカ地域、そして世界経済に与える経済的負担を定量化し、実証した研究は、数多く報告されています12。マラリア
はGDP成長を著しく低下させ、投資を妨げ、観光部門を混乱させ、人的資本の開発を弱体化させます。

他の社会経済的要因を考慮したのちも、マラリアは年間1人当たりのGDP成長率を最大1.3％押し下げます。マラリア流
行国ではマラリアのない国に比べ、1人当たりの所得が平均70％も低いことが報告されています13。逆に、マラリアがわず
かでも減少すると、測定可能な経済的利益を生み出すことができます。マラリア罹患率が10％減少すると、1人当たりの年
間GDP成長率が 0.11％増加することが報告されています14。これは、マラリア罹患率の比較的小さな減少でさえ、測定可
能な形で経済を押し上げることを意味しています。このため総力を挙げた対策は、高負荷国に莫大な利益をもたらす可能
性があります。2023年にWHOが発表したモデル推計によれば、マラリアが2030年のGTS目標を達成した場合、高負
荷国の26カ国では合計1,520億米ドルのGDP増加が見込まれており、この金額はこれらの国の総GDPの約0.17％に
相当します15。
ミクロ経済レベルでは、マラリアは特に農業部門において労働者の高い欠勤率と生産性低下を招くことにより、貧困と食
料不安を増悪させます。マラリアの直接的・間接的な経済コストは医療システムに負担をかけ、家計支出を増加させ、影響
を受けた人びとの財政的不安定性を高めることにより、貧困の連鎖を永続化させます16。

今後数年間でマラリアが再興すれば、過去四半世紀にわたって国際社会が行ってきた取り組みの成果を揺るがし始める恐
れがあり、マラリア流行国がすでに直面している経済的問題をさらに悪化させる可能性があります。近年、アフリカの成長
見通しは強まり、2024年には経済パフォーマンスも改善し、実質GDPは3.3％拡大し、54％の国がプラス成長を記録し
ました17。

しかし、この成長は脆弱であり、アフリカ経済はインフレ、通貨安、高い債務返済コスト、そして地政学的な分断により常に
圧迫されています。主要経済国の貿易政策の激変により世界貿易は変容しつつあり、その影響は甚大です。アフリカ開発銀
行は、関税と貿易戦争が他のどの地域よりもアフリカの経済成長力を低下させることを警告しています。2026年の成長予
測は、2月の推計値からすでに0.4％下方修正されています18。
経済がますます脆弱化する状況において、マラリア患者数と死者数がどれだけ増加するかは、流行国の経済にとって重要
な意味合いを持ちます。本セクションでは、4つのシナリオを通じて、アフリカのGDP、潜在的な将来所得、輸出貿易、なか
でもG7諸国との輸出貿易に及ぼす影響を検証します。
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マラリアがアフリカのGDP成長に及ぼす影響
表2

モデリング分析によれば、資金が停滞または減少し、マラリア患者数と死者数が増加した場合、アフリカ地域はわずか数年
で数億ドル規模のGDP損失に直面することが示されています。グローバルファンドの増資が前回7次増資額比20％減少
した場合、GDPは2030年までに51億4,000万ドル減少すると予測されます。さらに最悪のシナリオとして、資金が極
端に不足し、全ての予防対策が停止された場合、マラリア患者は既存の水準から5億2,500万人、死者は99万人増加する
と予測され、アフリカ全体のGDPは830億ドル減少します。一方、グローバルファンドの目標増資額が満たされ、GTS目
標が達成された場合は、グローバルファンドの資金が横ばいとなる場合と比較して、2025～2030年の新規のマラリア感
染者数は8億6,500万人、死者数は186万人減少すると予測され、これによりアフリカでは同期間に2,300億ドル以上
のGDP増加が見込まれます。

これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、資金調達額の増減による長期的な複合効果を予測することができ
ます。グローバルファンドの増資が 20％減少した場合、2040 年までにアフリカのGDP は 300 億ドル減少します。さら
に最悪のシナリオとして、世界がマラリア対策に背を向け、各国が予防対策を実施できなくなった場合、アフリカには
4,020億ドルの損失が生じます。

2025 - 2040 年

予想GDP

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減 フラットラインからの増減率

1. フラットライン 44.53兆

2. グローバルファンド
20％減 44.50兆 -301.8億 -0.07%

3. 予防対策なし 44.13兆 -4,018.6億 -0.90%

4. GTS目標達成 47.06兆 +2.53兆 +5.68%

マラリアのGDP影響予測（サハラ以南のアフリカ）

2025 - 2030 年

予想GDP

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減 フラットラインからの増減率

1. フラットライン 13.56兆

2. グローバルファンド
20％減 13.55兆 -51.4億 -0.04%

3. 予防対策なし 13.47兆 -830.0億 -0.61%

4. GTS目標達成 13.79兆 +2,311.4億 +1.71%
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̶ エコバンク財団（Ecobank Foundation）CEO、Elisa Desbordes

モデリング分析によれば、資金が停滞または減少し、マラリア患者数と死者数が増加した場合、アフリカ地域はわずか数年
で数億ドル規模のGDP損失に直面することが示されています。グローバルファンドの増資が前回7次増資額比20％減少
した場合、GDPは2030年までに51億4,000万ドル減少すると予測されます。さらに最悪のシナリオとして、資金が極
端に不足し、全ての予防対策が停止された場合、マラリア患者は既存の水準から5億2,500万人、死者は99万人増加する
と予測され、アフリカ全体のGDPは830億ドル減少します。一方、グローバルファンドの目標増資額が満たされ、GTS目
標が達成された場合は、グローバルファンドの資金が横ばいとなる場合と比較して、2025～2030年の新規のマラリア感
染者数は8億6,500万人、死者数は186万人減少すると予測され、これによりアフリカでは同期間に2,300億ドル以上
のGDP増加が見込まれます。

これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、資金調達額の増減による長期的な複合効果を予測することができ
ます。グローバルファンドの増資が 20％減少した場合、2040 年までにアフリカのGDP は 300 億ドル減少します。さら
に最悪のシナリオとして、世界がマラリア対策に背を向け、各国が予防対策を実施できなくなった場合、アフリカには
4,020億ドルの損失が生じます。

「マラリアが蔓延すると、人々は仕事を休みます。人々が仕事を休めば、生産性が低下します。生産性が

低下すれば、利益が減少します。労働者はたった１つの病気で数日間働けなくなることがあります。そ

れは生産量の減少を意味し、家族にとっては収入の減少を、企業にとっては利益の減少を意味します。

マラリア対策への投資は、人、成長、革新、そして回復力への投資です。エコバンク（Ecobank）は「ゼロ

マラリア・ビジネス・リーダーシップ・イニシアティブ」（Zero Malaria Business Leadership 

Initiative）を通じて、この取り組みを推進しています」



マラリアが潜在的な将来所得の損失に及ぼす影響
表3

モデリング分析によれば、グローバルファンドの資金が20％減少した場合、2025年から2030年にかけて、アフリカ経済
は潜在的な将来所得に13億ドルの損失を被ると予測されています。これは、子どもたちが学校を休むことにより教育達成
度が低下したり、多くの子どもたちが命を落とし、潜在能力を発揮する機会を永遠に失うことによる結果です。
さらに最悪のシナリオとして予防対策への取り組みが完全に崩壊した場合、アフリカの高負荷国では学校の欠席率が急激
に上昇する可能性があります。これは、短期的に子どもたちの学習を妨げるだけでなく、長期的にも人的資本の形成を損な
い、子どもたちの将来の雇用見通しと所得が制限されることになります。学齢期の子どもたちの将来所得の損失は197億
ドルにのぼると予測されます。

一方、2030年までにGTS目標が達成された場合は、将来所得の損失額は5年間で342億ドル減少し、フラットラインシ
ナリオと比較して将来所得への影響が50％以上軽減されることになります。これは、アフリカ地域の今後の経済成長と発
展を保護するうえで、マラリア対策への持続的な投資が大きな経済的利益をもたらすことを意味しています。

これらの予測は、単なる金銭的損失以上のものを浮き彫りにしています。それは次世代の機会喪失と生産性の低下です。マ
ラリアに罹患した子どもたちは学校を休み、教育の重要な節目を逃してしまう可能性が高くなります。マラリアが健康に
及ぼす長期的な影響は、学齢児童の認知の発達と学習能力を阻害する可能性があり、その結果、広範にわたる知識不足と労
働力全体の生産性低下につながる可能性があります19。

したがって、子どもたちをマラリアから守ることは単に命を救うだけでなく、アフリカの長期的な人的資本を守り、より健
康で教育水準の高い労働力を確保し、持続的な経済的・社会的発展の基盤を築くことにもなるといえます。

これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、持続的な資金不足とこれによるマラリア患者・死者数の継続的な
増加がアフリカ地域の潜在的な将来所得に悪影響を与え続けることが分かります。グローバルファンドの資金 20％減が
継続する場合、将来所得は57億ドル減少する可能性があります。さらにマラリアの予防対策が実施されない場合の長期的
な影響は、同期間の将来所得に820億ドルの損失を招くことになります。

16

2025 - 2040 年

潜在的な将来所得の損失予測

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減 フラットラインからの増減率

1. フラットライン 2,191.4億

2. グローバルファンド
20％減 2,248.2億 +56.8億 +2.60%

3. 予防対策なし 3,012.4億 +821.0億 +37.47%

4. GTS目標達成 477.7億 -1,713.7億 -78.20%

マラリアが将来所得の損失に及ぼす影響予測（サハラ以南のアフリカ）

2025 - 2030 年

潜在的な将来所得の損失予測

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減 フラットラインからの増減率

1. フラットライン 651.7億

2. グローバルファンド
20％減 664.8億 +13.2億 +2.02%

3. 予防対策なし 849.0億 +197.3億 +30.28%

4. GTS目標達成 310.0億 -341.7億 -52.43%
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2040年までの予測
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モデリング分析によれば、グローバルファンドの資金が20％減少した場合、2025年から2030年にかけて、アフリカ経済
は潜在的な将来所得に13億ドルの損失を被ると予測されています。これは、子どもたちが学校を休むことにより教育達成
度が低下したり、多くの子どもたちが命を落とし、潜在能力を発揮する機会を永遠に失うことによる結果です。
さらに最悪のシナリオとして予防対策への取り組みが完全に崩壊した場合、アフリカの高負荷国では学校の欠席率が急激
に上昇する可能性があります。これは、短期的に子どもたちの学習を妨げるだけでなく、長期的にも人的資本の形成を損な
い、子どもたちの将来の雇用見通しと所得が制限されることになります。学齢期の子どもたちの将来所得の損失は197億
ドルにのぼると予測されます。

一方、2030年までにGTS目標が達成された場合は、将来所得の損失額は5年間で342億ドル減少し、フラットラインシ
ナリオと比較して将来所得への影響が50％以上軽減されることになります。これは、アフリカ地域の今後の経済成長と発
展を保護するうえで、マラリア対策への持続的な投資が大きな経済的利益をもたらすことを意味しています。

これらの予測は、単なる金銭的損失以上のものを浮き彫りにしています。それは次世代の機会喪失と生産性の低下です。マ
ラリアに罹患した子どもたちは学校を休み、教育の重要な節目を逃してしまう可能性が高くなります。マラリアが健康に
及ぼす長期的な影響は、学齢児童の認知の発達と学習能力を阻害する可能性があり、その結果、広範にわたる知識不足と労
働力全体の生産性低下につながる可能性があります19。

したがって、子どもたちをマラリアから守ることは単に命を救うだけでなく、アフリカの長期的な人的資本を守り、より健
康で教育水準の高い労働力を確保し、持続的な経済的・社会的発展の基盤を築くことにもなるといえます。

これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、持続的な資金不足とこれによるマラリア患者・死者数の継続的な
増加がアフリカ地域の潜在的な将来所得に悪影響を与え続けることが分かります。グローバルファンドの資金 20％減が
継続する場合、将来所得は57億ドル減少する可能性があります。さらにマラリアの予防対策が実施されない場合の長期的
な影響は、同期間の将来所得に820億ドルの損失を招くことになります。
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ケーススタディ：マラリアと教育

フィレット（Filette）の場合 ‒ マラリアによって失うのは健康だけではない

15歳の）フィレットにとってマラリアは学校に行けないこと、彼女と家族にとっては収入と機会を失うこと
を意味しました。

「試験中にマラリアにかかったときは、3科目を同時に受験しなければならなかったので、集中できませんで
した」と彼女は語ります。「母は私の看病で仕事に行けなくなったので、収入も途絶えました。マラリアは子ど
もを病気にするだけではありません。家族の足も引っ張り、私たちの未来を破壊するのです」

フィレットの母親にとって、家にいることは家族を支える日々の収入を失うことを意味します。フィレット
にとって、学校を休むことは学業で遅れを取ることであり、将来良い仕事に就き、自立できるだけの収入を得
ることが難しくなる可能性があることを意味します。

彼女のコミュニティの多くの家族と同様に、1つの病気が仕事を休ませ、授業を休ませ、経済的な不安を引き
起こしました。マラリアの影響は、診療所の枠にとどまるものではありません。患者が1人出るたびに、時間
も学習機会も収入も奪われ、家族の足を引っ張り、コミュニティを貧困に留め続けます。

フィレットの住む地域では、病院にたどり着けない子どももいます。彼女はマラリアがいかに簡単に人の命
を奪うかを目の当たりにし、一方でマラリアのない生活がどんなものかと夢見ています。
「マラリアがなくなったら嬉しいです」と彼女は言います。「学校に行ったり遊んだりして、怖がらずに過ごせ
るようになりますから」

彼女が世界の指導者たちに向けたメッセージは簡潔かつ切実です。

Jean-Luc Photography /Malaria No More UK

モデリング分析によれば、グローバルファンドの資金が20％減少した場合、2025年から2030年にかけて、アフリカ経済
は潜在的な将来所得に13億ドルの損失を被ると予測されています。これは、子どもたちが学校を休むことにより教育達成
度が低下したり、多くの子どもたちが命を落とし、潜在能力を発揮する機会を永遠に失うことによる結果です。
さらに最悪のシナリオとして予防対策への取り組みが完全に崩壊した場合、アフリカの高負荷国では学校の欠席率が急激
に上昇する可能性があります。これは、短期的に子どもたちの学習を妨げるだけでなく、長期的にも人的資本の形成を損な
い、子どもたちの将来の雇用見通しと所得が制限されることになります。学齢期の子どもたちの将来所得の損失は197億
ドルにのぼると予測されます。

一方、2030年までにGTS目標が達成された場合は、将来所得の損失額は5年間で342億ドル減少し、フラットラインシ
ナリオと比較して将来所得への影響が50％以上軽減されることになります。これは、アフリカ地域の今後の経済成長と発
展を保護するうえで、マラリア対策への持続的な投資が大きな経済的利益をもたらすことを意味しています。

これらの予測は、単なる金銭的損失以上のものを浮き彫りにしています。それは次世代の機会喪失と生産性の低下です。マ
ラリアに罹患した子どもたちは学校を休み、教育の重要な節目を逃してしまう可能性が高くなります。マラリアが健康に
及ぼす長期的な影響は、学齢児童の認知の発達と学習能力を阻害する可能性があり、その結果、広範にわたる知識不足と労
働力全体の生産性低下につながる可能性があります19。

したがって、子どもたちをマラリアから守ることは単に命を救うだけでなく、アフリカの長期的な人的資本を守り、より健
康で教育水準の高い労働力を確保し、持続的な経済的・社会的発展の基盤を築くことにもなるといえます。

フィレットはマラリアにかかり、
学校を休まざるを得ませんでした。
一方、母親は彼女の世話をするために仕事を休みました。
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私はマラリアサバイバーです。
マラリアのために子どもたちが学校を休んだり、
未来を奪われたりすることがないように、

どうか行動を起こしてください
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に上昇する可能性があります。これは、短期的に子どもたちの学習を妨げるだけでなく、長期的にも人的資本の形成を損な
い、子どもたちの将来の雇用見通しと所得が制限されることになります。学齢期の子どもたちの将来所得の損失は197億
ドルにのぼると予測されます。

一方、2030年までにGTS目標が達成された場合は、将来所得の損失額は5年間で342億ドル減少し、フラットラインシ
ナリオと比較して将来所得への影響が50％以上軽減されることになります。これは、アフリカ地域の今後の経済成長と発
展を保護するうえで、マラリア対策への持続的な投資が大きな経済的利益をもたらすことを意味しています。

これらの予測は、単なる金銭的損失以上のものを浮き彫りにしています。それは次世代の機会喪失と生産性の低下です。マ
ラリアに罹患した子どもたちは学校を休み、教育の重要な節目を逃してしまう可能性が高くなります。マラリアが健康に
及ぼす長期的な影響は、学齢児童の認知の発達と学習能力を阻害する可能性があり、その結果、広範にわたる知識不足と労
働力全体の生産性低下につながる可能性があります19。

したがって、子どもたちをマラリアから守ることは単に命を救うだけでなく、アフリカの長期的な人的資本を守り、より健
康で教育水準の高い労働力を確保し、持続的な経済的・社会的発展の基盤を築くことにもなるといえます。



米国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の米国向け貿易輸出収入は 3,800 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、8億5,000万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、米国からの輸出収入は26億ド
ル増加します。

英国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の英国向け貿易輸出収入は 3,330 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、4億8,690万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、英国からの輸出収入は15億ド
ル増加します。

マラリアの貿易輸出収入に及ぼす影響（サハラ以南のアフリカ） 

2025 - 2030 年

予想貿易輸出収入

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減額
（米ドル） フラットラインからの増減率

1. フラットライン 3.06兆

2. グローバルファンド
20％減 3.06兆 -11.1億 -0.04%

3. 予防対策なし 3.05兆 -162.3億 -0.53%

4. GTS目標達成 3.11兆 +498.2億 +1.63%

2025 - 2040 年

予想貿易輸出収入

シナリオ 予想額（米ドル） フラットラインからの増減額
（米ドル） フラットラインからの増減率

1. フラットライン 10.02兆

2. グローバルファンド
20％減 10.01兆 -65.1億 -0.07%

3. 予防対策なし 9.94兆 -766.6億 -0.77%

4. GTS目標達成 10.56兆 +5,453.6億 +5.45%

マラリアがアフリカ地域の貿易輸出収入に及ぼす影響
表4

マラリア制御と制圧の進捗状況は、アフリカの輸出貿易に重大な影響を及ぼします。輸出増加による経済成長は、マラ
リア対策に貴重な資金をもたらします。一方で、マラリア患者の増加は企業の輸出拡大を妨げ、結果として国庫から貴
重な収入を奪うことになります。
グローバルファンドの支援が 20％削減されると、貿易輸出収入は 11 億ドル減少し、さらに最悪のシナリオとして予防
対策が崩壊した場合は、同期間にアフリカ全域で162億ドル以上の損失が生じる可能性があります。

一方、グローバルファンドの目標増資額が満たされ、GTS で概説された世界的な資源需要が満たされた場合は、アフリ
カの貿易輸出収入は2025年から 2030年にかけて約500億ドル増加する可能性があり、マラリアがアフリカ経済の競
争力と成長をどれほど甚大な影響を与えるかを浮き彫りにしています。

さらに長期にわたって資金不足が持続し、マラリア患者数と死者数が増加し続けた場合、アフリカ地域の貿易輸出収入
は減少し続け、グローバルファンドの資金 20％減が継続した場合は、65 億ドルの収入損失が生じます。同じく、マラ
リアの予防対策が実施されない場合の長期的な影響は、同期間の貿易輸出収入を767億ドル減少させると予測されます。

2040年までの予測
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米国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の米国向け貿易輸出収入は 3,800 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、8億5,000万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、米国からの輸出収入は26億ド
ル増加します。

英国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の英国向け貿易輸出収入は 3,330 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、4億8,690万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、英国からの輸出収入は15億ド
ル増加します。

ドイツ：グローバルファンドの資金が 20％減少した
場合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ
地域のドイツ向け貿易輸出収入は3,220万ドル減少し
ます。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオ
では、4億7,070万ドルの減少となります。一方、GTS
目標が達成された場合は、ドイツからの輸出収入は14
億ドル増加します。

865 MILLION
CASES AVERTED

A shipping yard in Dar Es Salaam, Tanzania. Adobe stock images

マラリア制御と制圧の進捗状況は、アフリカの輸出貿易に重大な影響を及ぼします。輸出増加による経済成長は、マラ
リア対策に貴重な資金をもたらします。一方で、マラリア患者の増加は企業の輸出拡大を妨げ、結果として国庫から貴
重な収入を奪うことになります。
グローバルファンドの支援が 20％削減されると、貿易輸出収入は 11 億ドル減少し、さらに最悪のシナリオとして予防
対策が崩壊した場合は、同期間にアフリカ全域で162億ドル以上の損失が生じる可能性があります。

一方、グローバルファンドの目標増資額が満たされ、GTS で概説された世界的な資源需要が満たされた場合は、アフリ
カの貿易輸出収入は2025年から 2030年にかけて約500億ドル増加する可能性があり、マラリアがアフリカ経済の競
争力と成長をどれほど甚大な影響を与えるかを浮き彫りにしています。

さらに長期にわたって資金不足が持続し、マラリア患者数と死者数が増加し続けた場合、アフリカ地域の貿易輸出収入
は減少し続け、グローバルファンドの資金 20％減が継続した場合は、65 億ドルの収入損失が生じます。同じく、マラ
リアの予防対策が実施されない場合の長期的な影響は、同期間の貿易輸出収入を767億ドル減少させると予測されます。
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$10.3billion

-$3.4billion

-$15.84billion

2025-2030
2025-2040

THE GAINS IN TRADE IF
FUNDING GETS BACK ON TRACK

THE LOSSES IN TRADE IF WE DON'T
INVEST IN THE MALARIA FIGHT NOW

SEVERE CUTS AND PREVENTION COLLAPSES 2030 FUNDING TARGET REACHED

マラリアがG7諸国との
二国間貿易に及ぼす影響 
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これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、資
金水準が横ばいとなった場合の長期的な影響を予測するこ
とができます。グローバルファンドの資金が 20％削減さ
れ、その後15年間も同じ水準が続いた場合、対G7諸国の
輸出収入は 13 億ドルの打撃を受けます。さらにマラリア
予防対策が実施されない場合の長期的な影響は、アフリカ
地域全体で対 G7 貿易輸出収入を 158 億ドル減少させる
ことになります。

G7 諸国との貿易は、サハラ以南のアフリカの貿易輸出収
入の総額の20.67％を占めています。 
2025 年から 2030 年までの対 G7 諸国の総輸出収入は、
グローバルファンドの資金調達が横ばいとなるシナリオで
は 6,330 億ドルですが、グローバルファンドの資金が
20％減少するシナリオでは、これより 2億 2,900 万ドル
減少すると予測されます。 
さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオでは、同期
間の対G7諸国の総輸出収入は、34億ドル減少すると予測
されます。一方、GTS目標が達成された場合は、グローバル
ファンドの資金が横ばいとなるシナリオと比較して、対
G7 諸国の総輸出収入は 103 億ドル増加すると予測され
ます。 
なかでも米国（5.24％）、英国（3％）およびドイツ（2.9％）は、
サハラ以南のアフリカにとってトップ3の輸出市場です。

米国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の米国向け貿易輸出収入は 3,800 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、8億5,000万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、米国からの輸出収入は26億ド
ル増加します。

英国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の英国向け貿易輸出収入は 3,330 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、4億8,690万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、英国からの輸出収入は15億ド
ル増加します。



$112.73billion
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これらの予測を2040年までの15年間に外挿すると、資
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ことになります。
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は、8億5,000万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、米国からの輸出収入は26億ド
ル増加します。

英国：グローバルファンドの資金が 20％減少した場
合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ地
域の英国向け貿易輸出収入は 3,330 万ドル減少しま
す。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオで
は、4億8,690万ドルの減少となります。一方、GTS目
標が達成された場合は、英国からの輸出収入は15億ド
ル増加します。

ドイツ：グローバルファンドの資金が 20％減少した
場合、マラリア患者数と死者数の増加により、アフリカ
地域のドイツ向け貿易輸出収入は3,220万ドル減少し
ます。さらに予防対策が実施されない最悪のシナリオ
では、4億7,070万ドルの減少となります。一方、GTS
目標が達成された場合は、ドイツからの輸出収入は14
億ドル増加します。

2040年までの予測



このモデル化は、マラリア患者の発生と死亡の変化が、アフリカの経済発展にとってすでに脆弱かつ必要不可欠である部
門に及ぼし得る影響を明らかにしており、グルーバルファンドのリソースが2030年までに20％低下した場合、農業生産
性の損失が2億7,600万ドル超になると予測しています。

グローバルファンドの支援以外にも目を向けると目を向けると、予防対策の破綻を想定する最悪のシナリオでは、2030年
までに合計43億ドルの農業生産性の損失が生じます。

逆に、グローバルファンドが 十分に増資され、世界技術戦略の下でより広範な財政支援が実現した場合、農業部門は、2025
年から2030年の間に70億ドル超の生産性向上を享受する可能性があります。

マラリアの再興は、農業部門に莫大な財政費用をもたらし、多くのアフリカ諸国の奥地で農村地域の経済から数十億ドルを
奪い、生産性を低下させると考えられます。これは、農村社会にとっては所得の損失、食糧安全保障の低下、貧困の連鎖の悪化
を生み、また農業関連産業にとっては、サプライチェーンの弱体化、生産高の低下、費用の上昇につながると考えられます。
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20% cut to
The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$11.18billion

DEMOCRATIC REPUBLIC OF CONGO

-$2.57billion
-$247.21million20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$2.60billion

BURKINA FASO

-$1.30billion
-$57.84million

20% cut to
The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$10.40billion

GHANA

-$2.34billion
-$231.48million 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$15.67billion

KENYA

-$4.85billion
-$348.01million

20% cut to
The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$3.01billion

MOZAMBIQUE

-$735.85million
-$66.88million 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$46.38billion

NIGERIA

-$15.58billion
-$1.03billion

20% cut to
The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$6.98billion

UGANDA

-$1.76billion
-$154.84million 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$3.96billion

ZAMBIA

-$1.16billion
-$87.78million

マラリアがアフリカの優先 8カ国のGDP成長に及ぼす影響  (2025 - 2030)



このモデル化は、マラリア患者の発生と死亡の変化が、アフリカの経済発展にとってすでに脆弱かつ必要不可欠である部
門に及ぼし得る影響を明らかにしており、グルーバルファンドのリソースが2030年までに20％低下した場合、農業生産
性の損失が2億7,600万ドル超になると予測しています。

グローバルファンドの支援以外にも目を向けると目を向けると、予防対策の破綻を想定する最悪のシナリオでは、2030年
までに合計43億ドルの農業生産性の損失が生じます。

逆に、グローバルファンドが 十分に増資され、世界技術戦略の下でより広範な財政支援が実現した場合、農業部門は、2025
年から2030年の間に70億ドル超の生産性向上を享受する可能性があります。

マラリアの再興は、農業部門に莫大な財政費用をもたらし、多くのアフリカ諸国の奥地で農村地域の経済から数十億ドルを
奪い、生産性を低下させると考えられます。これは、農村社会にとっては所得の損失、食糧安全保障の低下、貧困の連鎖の悪化
を生み、また農業関連産業にとっては、サプライチェーンの弱体化、生産高の低下、費用の上昇につながると考えられます。
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The Lagos skyline. Adobe Stock Images
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2025 - 2030 2025 - 2040
20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$7.22billion

-$4.30billion
-$275.69million 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$36.82billion

-$18.07billion
-$1.12billion

セクション2
マラリア再興が主要産業部門に及ぼす影響に関する理解

マラリアの農業部門に及ぼす影響予測 

本分析は、アフリカの地域流行国におけるマラリアの再興が及ぼし得る様ざまな影響を調査するため、観光産業、農業、抽出
産業の3業種に焦点を当てています。観光産業、農業、抽出産業は、多くのアフリカ諸国の経済の柱であり、雇用の源泉であ
り、また輸出収入および世界のサプライチェーンに寄与する重要な要因です。同時に、これらの業種は健康に関する衝撃にき
わめて脆弱であり、マラリアの流行は、労働力の生産性を低下させ、業務に混乱を来たし、投資および旅行の妨げとなります。

農業は、アフリカにおける最重要経済部門の一つです20。農業は、大陸全体の労働人口の約2/3に雇用を与え、各国のGDP
の平均30～60％および輸出額の約30％に寄与しています21,22。アフリカ大陸全域の政府は、アフリカ各国首脳とともに、
農業の改良および革新に数十億ドルの投資を行い、国家予算の10％以上を農業に費やすことを確約しています23。

マラリアは、アフリカ全域の地域流行国において農業部門に大きな影響を与えます。農業における雇用は本質的に農村地
域に存在しますが、農村地域では貯留水の普及と灌漑の必要性が相まって、労働者および地域社会を危険にさらしていま
す。子どものマラリア有病率は都市部よりも農村地域の方が高く、農村地域の子どもは4倍以上感染しやすいことから24、
個々の農業就労者は自分自身の治療のためだけでなく、子どもの面倒を見るためにも仕事を休まざるを得ず、農業生産性
に関する重大な懸念をもたらしています。

農業部門の大半の労働者は生産高に基づき報酬を受け取ることとなり、治療中に発生した医療費および所得の損失が病気
の感染の経済的費用に影響することになります。マラリア蚊への曝露が高い期間中、農場経営者および農場労働者は病気
で仕事ができなくなることが多々あり、これが農業生産性の低下を招き、農村地域の食糧安全保障および経済に直接影響
を与えることになります25。
我々のモデル化は、アフリカ全域の農業部門に対するマラリアの影響を調査し、様ざまな資金調達シナリオに関連するマ
ラリア発生率の上昇または低下が生産性の損失または向上につながる過程を考察します。　

このモデル化は、マラリア患者の発生と死亡の変化が、アフリカの経済発展にとってすでに脆弱かつ必要不可欠である部
門に及ぼし得る影響を明らかにしており、グルーバルファンドのリソースが2030年までに20％低下した場合、農業生産
性の損失が2億7,600万ドル超になると予測しています。

グローバルファンドの支援以外にも目を向けると目を向けると、予防対策の破綻を想定する最悪のシナリオでは、2030年
までに合計43億ドルの農業生産性の損失が生じます。

逆に、グローバルファンドが 十分に増資され、世界技術戦略の下でより広範な財政支援が実現した場合、農業部門は、2025
年から2030年の間に70億ドル超の生産性向上を享受する可能性があります。

マラリアの再興は、農業部門に莫大な財政費用をもたらし、多くのアフリカ諸国の奥地で農村地域の経済から数十億ドルを
奪い、生産性を低下させると考えられます。これは、農村社会にとっては所得の損失、食糧安全保障の低下、貧困の連鎖の悪化
を生み、また農業関連産業にとっては、サプライチェーンの弱体化、生産高の低下、費用の上昇につながると考えられます。

農業

より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、農業部門
からのさらなる生産性損失をもたらし続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％
の削減が2040年まで継続した場合、12億ドル超の生産性損失となります。マラリアに対する「予防対策なし」による長期
的影響は、農業部門のみで180億ドルの生産性損失を招くと考えられます。
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本分析は、アフリカの地域流行国におけるマラリアの再興が及ぼし得る様ざまな影響を調査するため、観光産業、農業、抽出
産業の3業種に焦点を当てています。観光産業、農業、抽出産業は、多くのアフリカ諸国の経済の柱であり、雇用の源泉であ
り、また輸出収入および世界のサプライチェーンに寄与する重要な要因です。同時に、これらの業種は健康に関する衝撃にき
わめて脆弱であり、マラリアの流行は、労働力の生産性を低下させ、業務に混乱を来たし、投資および旅行の妨げとなります。

農業は、アフリカにおける最重要経済部門の一つです20。農業は、大陸全体の労働人口の約2/3に雇用を与え、各国のGDP
の平均30～60％および輸出額の約30％に寄与しています21,22。アフリカ大陸全域の政府は、アフリカ各国首脳とともに、
農業の改良および革新に数十億ドルの投資を行い、国家予算の10％以上を農業に費やすことを確約しています23。

マラリアは、アフリカ全域の地域流行国において農業部門に大きな影響を与えます。農業における雇用は本質的に農村地
域に存在しますが、農村地域では貯留水の普及と灌漑の必要性が相まって、労働者および地域社会を危険にさらしていま
す。子どものマラリア有病率は都市部よりも農村地域の方が高く、農村地域の子どもは4倍以上感染しやすいことから24、
個々の農業就労者は自分自身の治療のためだけでなく、子どもの面倒を見るためにも仕事を休まざるを得ず、農業生産性
に関する重大な懸念をもたらしています。

農業部門の大半の労働者は生産高に基づき報酬を受け取ることとなり、治療中に発生した医療費および所得の損失が病気
の感染の経済的費用に影響することになります。マラリア蚊への曝露が高い期間中、農場経営者および農場労働者は病気
で仕事ができなくなることが多々あり、これが農業生産性の低下を招き、農村地域の食糧安全保障および経済に直接影響
を与えることになります25。
我々のモデル化は、アフリカ全域の農業部門に対するマラリアの影響を調査し、様ざまな資金調達シナリオに関連するマ
ラリア発生率の上昇または低下が生産性の損失または向上につながる過程を考察します。　

このモデル化は、マラリア患者の発生と死亡の変化が、アフリカの経済発展にとってすでに脆弱かつ必要不可欠である部
門に及ぼし得る影響を明らかにしており、グルーバルファンドのリソースが2030年までに20％低下した場合、農業生産
性の損失が2億7,600万ドル超になると予測しています。

グローバルファンドの支援以外にも目を向けると目を向けると、予防対策の破綻を想定する最悪のシナリオでは、2030年
までに合計43億ドルの農業生産性の損失が生じます。

逆に、グローバルファンドが 十分に増資され、世界技術戦略の下でより広範な財政支援が実現した場合、農業部門は、2025
年から2030年の間に70億ドル超の生産性向上を享受する可能性があります。

マラリアの再興は、農業部門に莫大な財政費用をもたらし、多くのアフリカ諸国の奥地で農村地域の経済から数十億ドルを
奪い、生産性を低下させると考えられます。これは、農村社会にとっては所得の損失、食糧安全保障の低下、貧困の連鎖の悪化
を生み、また農業関連産業にとっては、サプライチェーンの弱体化、生産高の低下、費用の上昇につながると考えられます。

より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、農業部門
からのさらなる生産性損失をもたらし続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％
の削減が2040年まで継続した場合、12億ドル超の生産性損失となります。マラリアに対する「予防対策なし」による長期
的影響は、農業部門のみで180億ドルの生産性損失を招くと考えられます。

2040年までの予測
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事例研究：Zambia Sugar

マラリア危機から患者数ゼロへ 
‒ そして、なぜグローバルパートナーシップが重要なのか

2000年、Zambia Sugarの事業は繁盛していたものの、その従業員は豊かになっていませんでした。国のマ
ラリア危機の真っ只中において、ピークに達する季節には従業員5人に1人がこの病気に感染しました。診
療所は患者であふれかえりました。技能をもつ専門家は農村の職を避けました。定期的な葬儀のために部署
全体が業務を休止し、一度に複数の労働日数を失いました。

「私たちは何百万ドルも失っていました」と業務マネージャーのアクソン・テムボ（Ackson Tembo）氏は言
います。「マラリアが奪ったのは人命だけではありません。マラリアは利益をも奪ったのです」

費用の高騰と混乱の増大に直面し、Zambia Sugarは行動を起こすことを決断しました。同社は、独自のマラ
リア予防プログラムを立ち上げたのです。具体的には、大規模な屋内噴霧、全員に対する蚊帳の配布、患者追
跡、毎年ハイリスク地域から到着する5,000人超の季節出稼ぎ労働者に対する健康診断です。

2024年までに、同社はかつて不可能と考えられていたこと、つまり、同社農園におけるマラリア患者数ゼロ
を達成しました。

しかし、この進展はいつ崩れるかわかりません。

「毎年、私たちは、検診によって人びとが到着する前に治療を行うという国の制度に依存しています」とテムボ
氏は説明します。「それは、グローバルファンドによって実現しているのです。仮にその資金提供が途絶えた場
合、私たちのマラリアのない状況が続くことはないでしょう」

Zambia Sugarは、ザンビアのGDPの約4％に貢献しています。同社は、地域全体に砂糖を輸出し、地元の生
産者を支援し、数千人の職を維持しています。国の予防プログラムの削減によって引き起こされるマラリア
再興は、農園をはるかに超えて波紋を広げると考えられます。農業だけにとどまらず、貿易、教育、より広範な
経済を混乱させるでしょう。

「私たちは、マラリア予防が良いビジネスであることを示す証拠です」とテムボ氏は言います。「しかし、どんな
ビジネスも単独ではできません。グローバルファンドは、私たちの経済インフラのきわめて重要な 部分です。
それを弱体化させると、私たち全員が代償を支払うことになります」

共同責任
世界が2025年のグローバルファンド増資に期待する中、Zambia Sugarの経験は、「マラリアとの闘いは保
健医療上の優先事項であるだけでなく、経済戦略でもある」という強力な助言となります。

 グローバルファンドが生命および生活を守り続けるためには、アフリカ各国政府、G7支援国、民間部門の共
同の確約を通じ、十分な資金提供を受けなければなりません。共同投資を通じてのみ、私たちは利益を維持し、
再興を防止し、アフリカ大陸の経済成長の原動力を守ることができるのです。
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A mother and her baby get tested for malaria in rural Uganda. Zahara Abdul/Malaria No More UK

私たちは何百万ドルも失っていました

マラリアが奪ったのは人命だけではありません
マラリアは利益をも奪ったのです
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2025 - 2030 2025 - 2040
20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$3.40billion

-$2.05billion
-$130.54million 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$14.13billion

-$7.18billion
-$477.30million

観光産業

マラリアの観光産業に及ぼす影響予測 

観光産業は、世界のGDP成長およびアフリカ全域の部門の発展の主要原動力として認識が高まっています。この部門は、
今後10年間にわたり、より広範な経済のおよそ2倍速い毎年5.1％の成長を遂げ、1,270万人の新たな雇用を創出する
と予想されています26。

研究から、マラリアが観光産業に著しい影響を及ぼすことが明らかになっています 27。マラリアのリスクは、アフリカ
の観光産業を妨げ、来訪者数および外国為替収入を減少させる可能性があります。マラリアリスクのある国は、この病
気が蔓延していない国よりも、受け入れる観光客数が47％少ない状況にあります28。
我々のモデル化は、4つの増資シナリオに基づき、アフリカ全域の観光部門に対する予測されるマラリアの影響を調査し
ます。

モデル化によって、グローバルファンドに対する20％の削減が2025年～2030年の間に観光部門から1億3,200万ド
ルの収入低下を生むことが示されています。予防対策が完全に破綻する最悪のシナリオでは、観光部門は同期間に20億ド
ル超を失う可能性があります。

対照的に、十分なグローバルファンド増資およびより広範な資金調達を通じてGTS目標が達成された場合、観光業界は、
34億ドル近い追加収入を生み出す可能性があります。

資金提供が目標に届かず、予防対策が縮小された場合、その結果として生じるマラリア患者数の増加は、2025年～2030
年の間に観光収入に推定20億ドル超の経済損失をもたらし、また2040年までの今後15年間にわたり長期化した場合、
その損失金額は最大70億ドル超になると見込まれます。

より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、観光部門
に悪影響を与え続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削減が 2040 年まで
継続した場合、4億7,800万ドル超の収入減少となります。マラリアに対する「予防対策なし」による長期的影響は、観光部
門にとって70億ドル超もの収入減少拡大を招くと考えられます。

2040年までの予測
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観光産業は、世界のGDP成長およびアフリカ全域の部門の発展の主要原動力として認識が高まっています。この部門は、
今後10年間にわたり、より広範な経済のおよそ2倍速い毎年5.1％の成長を遂げ、1,270万人の新たな雇用を創出する
と予想されています26。

研究から、マラリアが観光産業に著しい影響を及ぼすことが明らかになっています 27。マラリアのリスクは、アフリカ
の観光産業を妨げ、来訪者数および外国為替収入を減少させる可能性があります。マラリアリスクのある国は、この病
気が蔓延していない国よりも、受け入れる観光客数が47％少ない状況にあります28。
我々のモデル化は、4つの増資シナリオに基づき、アフリカ全域の観光部門に対する予測されるマラリアの影響を調査し
ます。

モデル化によって、グローバルファンドに対する20％の削減が2025年～2030年の間に観光部門から1億3,200万ド
ルの収入低下を生むことが示されています。予防対策が完全に破綻する最悪のシナリオでは、観光部門は同期間に20億ド
ル超を失う可能性があります。

対照的に、十分なグローバルファンド増資およびより広範な資金調達を通じてGTS目標が達成された場合、観光業界は、
34億ドル近い追加収入を生み出す可能性があります。

資金提供が目標に届かず、予防対策が縮小された場合、その結果として生じるマラリア患者数の増加は、2025年～2030
年の間に観光収入に推定20億ドル超の経済損失をもたらし、また2040年までの今後15年間にわたり長期化した場合、
その損失金額は最大70億ドル超になると見込まれます。

より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、観光部門
に悪影響を与え続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削減が 2040 年まで
継続した場合、4億7,800万ドル超の収入減少となります。マラリアに対する「予防対策なし」による長期的影響は、観光部
門にとって70億ドル超もの収入減少拡大を招くと考えられます。

• ザンビアの産銅地帯：ザンビアの採掘会社（多部
門にわたるザンビア・マラリア撲滅委員会
（Zambia End Malaria Council）の議長会社であ
るFirst Quantum Minerals 等）による類似の取
り組みによって、非常に有望な費用対効果が実証
されました。Zambia Sugar 、Mopani Copper 
Mines 、Konkola Copper Minesの分析から、こ
れらの企業がマラリア対策介入に要した費用は
平均で従業員 1 人当たり年間 34 ドル以上であ
ると推定されました。室在残留散布(IRS)、長期残
効型殺虫剤処理蚊帳(LLIN)、包括的な症例管理の
ための企業の資金調達によって、 欠勤が 94％低
下し、企業診療所の負担が年間患者数27,925 人
から1,631人に減少しました37。



抽出産業 マラリアの抽出産業部門に及ぼす
影響予測

抽出産業、つまり石油・ガスおよび採掘は、多くのアフリカ
諸国の経済を支える土台です。大陸のおよそ 6 割の国々で
は、鉱物および炭化水素が輸出収入の1/3またはそれ以上
を占めています。国際通貨基金（IMF）は、アフリカの26カ
国を「資源が豊富」29であると分類しており、合計42カ国
は天然資源に依存していると考えられています 30。経済的
依存が大きいのは、多くの場合、以下の国々です。

業界の見通しから、プロジェクトは持続し、拡大していく
ことが予想されます。アフリカは、世界の鉱物埋蔵量の
30％を保有し、2050年までにバッテリーおよび再生可能
エネルギー技術に必要な鉱物から得られる予測収入 16
兆ドルの 12％超を獲得する可能性があります。こうした
鉱物への需要が高まることから、マラリア流行地域での新
たな採掘プロジェクトが予想され、持続可能性戦略にマラ
リア対策を組み込む必要性が強調されています。

抽出産業は多くのアフリカ諸国において重要な経済の原
動力である一方、その事業は多くの場合、マラリアの高流
行地域と重なります。抽出プロジェクトの性格上、地域の
マラリアリスクを悪化させる可能性があります。採掘ピッ
ト、尾鉱沈殿池、道路建設は停滞水を生むため、マラリア媒
介蚊にとって理想的な繁殖場所を形成し、また高流行区域
への労働者の流入は労働者間および周辺地域社会内にお
ける病気の流行を拡大する可能性があります。この交わり
は、重要な健康・ビジネスリスクを生みます。なぜなら、マ
ラリアは、労働力の生産性に直接影響を与え、業務コスト
を押し上げ、地域社会の関係を悪化させる可能性があるか
らです。

• アンゴラ：石油が 2022年の輸出収入の約 87％
を占めました（400億ドル）31。

• コンゴ民主共和国（DRC）：抽出部門が2021年
の政府収入の 46％、また驚くべきことに総輸出
額の99％を占めました32。

• ナイジェリア：抽出部門は 2021 年の GDP の
8.6％に寄与したに過ぎないものの、総輸出額の
75.5％を占めました33。

• ボツワナ：ダイヤモンド採掘が歴史的にGDPの
約30％を占め、また輸出収入の85％超を占めて
います34。

採掘・石油・ガス会社による投資に関する事例研究から、
マラリアに関連する重大な影響とリスクが浮き彫りになっ
ています。マラリアは、医療費の増加および生産性の損失を
通じて抽出事業に直接コストを負わせます。的を絞った対
策プログラムが高い投資利益率を実現することが明らかに
なっています。

•  AngloGold Ashanti（ガーナ）：同社のオブアシ
（Obuasi）鉱山において、同社の病院は、鉱山労働
者およびその家族のマラリア患者を 1 カ月当た
り6,500人～7,000人治療しました（その他の
マラリアが疑われる患者12,000人は、地域の公
的保健医療施設で治療を受けました）。同社は、 同
社がマラリアのために負担した費用は、マラリア
関連の薬剤および医療サービスに対する毎月の
費用約55,000ドル（従業員1人当たり年間82
ドル）を含め、年間220万ドル（2009年に従業員
1人あたり275ドル）を上回ると推定しました。
屋内残留散布（IRS）、長期残効型殺虫剤処理蚊帳
（LLINs）、改良された診断薬を特徴とする統合的
予防プログラムを実施した後、毎月の患者数は
83％激減し1,150 人となり、医療費は82％低下
し 10,000 ドル未満となりました。最も重要な点
は、年間の労働損失日数が84,000（従業員1人
当たり10.5日）からわずか3,400（従業員1人
当たり0.4日）に低下したことです35。

•  Marathon Oil（赤道ギニア）：Marathon Oilか
ら大きな支援を受けた、ビオコ島（Bioko Island）
における官民パートナーシップは、子どものマラ
リア原虫の蔓延率を4年とかからずに42％から
18％に低下させることに成功しました。室内残留
散布(IRS) 、蚊帳、迅速診断検査（RDTs）、妊婦向け
予防療法を含むプログラムは、5歳未満児の全死
因死亡率の 64％低下にも寄与し、石油・ガス事
業のより安定的で健康的な環境を整備しました
36。

アフリカのマラリア流行国における抽出産業部門の従業員
数を数量化するのは困難です。しかし、公式の抽出産業部門
における推定250万人の労働者に加え、より労働集約型の
零細鉱業（ASM）部門に1,300～2,100万人の公式に記録
されていない労働者が存在します 38,39。ガーナおよびザン
ビアの企業に関する経験から得たインフレ調整済みの基準
を使用すると、マラリアによって、公式の抽出産業部門は年
間10億ドルを負担し、また最も弱い立場にあるASM労働
者の間でさらに7～10億ドルが失われると予想されます。
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事例研究：AngloGold Ashanti

ガーナにおけるマラリア対策の
体系的変化を支える
強力なパートナーシップ

危機に陥った企業

2004年、AngloGold Ashanti（AGA）は、アフリカに
おける同社の事業にとって最も重要な公衆衛生上の
脅威はマラリアであると特定しました。また、ガーナ
のオブアシにある同社の鉱山に関しては、マラリア
の患者は労働力に悪影響を及ぼしており、鉱山の病
院では、8,000人の労働者から6,800 人のマラリア
患者を毎月記録していました。

2005年、AGAは、AngloGold Ashanti Malariaプ
ログラム（AGAMal）を立ち上げ、その戦略に地域社
会との関係を組み込んでこの問題に取り組みまし
た。マラリア対策は、周囲の地域社会も守られて初め
て成功すると認識したのです。

AGAMal でモニタリング・評価部門のヘッドである
イグナティウス・ウィリアムズ（Ignatius Williams）
氏は、「指導部はマラリアが単に健康の問題ではな
く、鉱山に対する直接的な脅威であると認識しまし
た。労働時間の損失に加え、従業員のマラリア治療の
ために会社は月に 8,000 ドルの直接経費を要した
のです」と話します。

取組みの影響

当初の結果はめざましいものでした。同プログラム
を開始してから2年もたたないうちに、マラリアの
患者数は 74％減少しました。欠勤は、2005 年の月
間 7,500 日から 2009 年は月間 300 日に減少しま
した。2010 年までには、マラリアの患者数は 80％
減少し、同プログラムは推定200万人のマラリア患
者の発生を防止しました。

イグナティウス氏は、「マラリアの患者数は大幅に減
少し、それは治療を必要とする人びとの減少および
労働損失日数の減少という結果を生みました。健康
増進は、従業員およびより広範な地域社会の家族に
とって、就学率の向上および教育における混乱の低
下にもつながり、それが学習およびより長期的な人
的資本の育成を支えます」と説明します。 

画期的な結果を受けて、AGAMalは、より多くの人
びとや地域社会に対象を広げるため、積極的なプロ
グラムの 拡大を通じてマラリアの制御および制圧
を支えました。

「とりわけ重要なことに、AGAMal は、国の政策と歩
調を合わせるため、ガーナの国家マラリア対策プロ
グラムと密接に協力しました。この協力によって、鉱
山を超えて取り組みを拡大することが可能となりま
した。5 年間のグローバルファンドの補助金を利用
し、 AGAMalは、40地区および1,000万人以上の
人びとを対象とするまでに拡大したのです」

この事例は、戦略的なパートナーシップおよび投資
によって可能なことを示しています。それは、何百万
人もの命を救うこと、経済的安定、保健システムの強
化、マラリア制圧に向けた本当の行動です。

「政策の協調およびグローバルファンドの支援に
よって、AGAMalは企業の社会的責任の取り組みか
ら国家的に重要なマラリア対策プログラムへと変化
させることができました。グローバルファンドは、取
り残される住民や地域社会が確実に存在しないよう
にする上できわめて重要な役割を果たし続けます」

体系的変化に向けて
マラリアプログラムを拡大

戦略的パートナーシップの力

マラリアは、アフリカ全域の保健システムにとって大きな負担であり、またこの負担は増大し続けています。グローバル
ファンドの資金提供が 20％削減された場合、2025 年～ 2030 年の間にマラリアの診断薬および治療薬の費用は 13 億
6,000万ドル増加します。
予防プログラムが完全に破綻する最悪のシナリオでは、費用は207億ドルに上昇します。

逆に、各国が支援を受けてGTS目標を達成した場合、医療支出は352億ドル減少し、マラリアの費用負担は（53％に）半減
すると考えられます。

この状況は、より長期的に見るとさらに際立ちます。今後15年間にわたり20％の削減が継続した場合、医療費は55億ド
ル増加すると考えられ、また予防的介入が一切なかった場合、費用は800億ドル近くまで上昇すると考えられます。

これに対し、GTS目標が達成されるシナリオでは、マラリアの医療費は同期間に1,620億ドル減少し、家族の負担を軽減
するとともに、他の公共部門の優先事項に投資するために公衆衛生予算が使えるようになる可能性があります。

2040 年までの予測
より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、個人およ
び政府にとって医療費を押し上げ続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削
減が2040年まで継続した場合、55億ドル超の上昇となり、またマラリアに対する予防的介入が資金不足のままであった
場合、800億ドル近く上昇すると見込まれます。
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賢明な助言
「企業経営者および政策立案者にとって、マラリア対
策は保健部門の支出に留まりません。それは、もっと
複雑です。それは、人的資本、経済的安定、地域社会全
体の成長に対する投資です」

グローバルファンドが第 8 次増資に近づくにつれ、
これは、マラリアへの投資が生命を救うだけでなく、
生活を支え、成長を続ける国を強化するという強力
な助言となります。

マラリアは、アフリカ全域の保健システムにとって大きな負担であり、またこの負担は増大し続けています。グローバル
ファンドの資金提供が 20％削減された場合、2025 年～ 2030 年の間にマラリアの診断薬および治療薬の費用は 13 億
6,000万ドル増加します。
予防プログラムが完全に破綻する最悪のシナリオでは、費用は207億ドルに上昇します。

逆に、各国が支援を受けてGTS目標を達成した場合、医療支出は352億ドル減少し、マラリアの費用負担は（53％に）半減
すると考えられます。

この状況は、より長期的に見るとさらに際立ちます。今後15年間にわたり20％の削減が継続した場合、医療費は55億ド
ル増加すると考えられ、また予防的介入が一切なかった場合、費用は800億ドル近くまで上昇すると考えられます。

これに対し、GTS目標が達成されるシナリオでは、マラリアの医療費は同期間に1,620億ドル減少し、家族の負担を軽減
するとともに、他の公共部門の優先事項に投資するために公衆衛生予算が使えるようになる可能性があります。

2040 年までの予測
より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、個人およ
び政府にとって医療費を押し上げ続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削
減が2040年まで継続した場合、55億ドル超の上昇となり、またマラリアに対する予防的介入が資金不足のままであった
場合、800億ドル近く上昇すると見込まれます。
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prevention collapses
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-$20.71billion
-$1.36billion 20% cut to

The Global Fund
Severe cuts and

prevention collapses

2030 funding
target reached +$162.27billion

-$79.87billion
-$5.47billion

セクション3
マラリア再興が医療部門に及ぼす影響に関する理解

マラリアの保健医療支出に及ぼす影響予測

マラリアの負担が大きくなると、外来患者および入院患者のサービスに対する需要を拡大するため、保健医療施設を圧迫
し、他の必要不可欠のサービスから保健システムのリソースを奪うことになります。この負担は、保健システムにとっての
費用という観点からだけでなく、患者にとっても薬剤、交通手段、生産性の損失といった自己負担費用を負うことになりま
す40。
アフリカの健康主権（Health Sovereignty）に対する欲求と勢いの両者が高まりつつある中、増加を続けるマラリアにより、
アフリカ諸国の政府が援助から離れて自国の全保健予算のオーナーシップで対処する方向に舵を切ることを難しくする
と考えられます41。マラリアは、保健システムを弱体化させ続ける一方で、他の用途（強固な保健システムを支えるための保
健インフラの構築や、住民が今後数十年間にわたって直面する疾患に取り組むための調査への資金提供）でより有効に使
われていたであろう貴重なリソースを消費します。

グローバルファンドは、国内の許容力および能力を強化するというアフリカの指導者たちの意欲を共有しており、実際に、
保健システム強化に対する支援がすべての投資の一要素であることを確実なものとするため、各国政府と歩調を合わせて
取り組んでいます。アフリカ諸国の政府は、医療支出の国内統治強化が効率の改善および費用対効果の最大化を実現する
と認識していますが、これらは両方とも医療に対する国のオーナーシップ拡大に向けた移行を促進するために肝要です。
この新たな意欲は、なぜ手に負えない状況になり、さらなる国内の潜在的可能性を一掃してしまう前に、なぜ今マラリア制
圧のために投資するのかということの重要性を示しており、すべての人びとによって重要な機会であると見なされなけれ
ばなりません42,43。

マラリアは、公衆衛生支出の相当な金額を占めており、地域流行国における予防および治療は、国の医療予算の大きな割合
を消費し、他の必要不可欠な医療分野における大規模な投資を国から奪っています。高額の自己負担費用は、人びとおよび
その家族にとって非常に高額な保健医療支出となり、人びとを更なる貧困へと追いやり、経済全体をさらに弱体化させる
可能性があります44。
間接費には、病気および死者による生産の減少が含まれます。成人労働者の減少および幼児や子どもの死亡率は、家族およ
び地域社会に長期的な経済的影響を及ぼします45。

マラリアは、アフリカ全域の保健システムにとって大きな負担であり、またこの負担は増大し続けています。グローバル
ファンドの資金提供が 20％削減された場合、2025 年～ 2030 年の間にマラリアの診断薬および治療薬の費用は 13 億
6,000万ドル増加します。
予防プログラムが完全に破綻する最悪のシナリオでは、費用は207億ドルに上昇します。

逆に、各国が支援を受けてGTS目標を達成した場合、医療支出は352億ドル減少し、マラリアの費用負担は（53％に）半減
すると考えられます。

この状況は、より長期的に見るとさらに際立ちます。今後15年間にわたり20％の削減が継続した場合、医療費は55億ド
ル増加すると考えられ、また予防的介入が一切なかった場合、費用は800億ドル近くまで上昇すると考えられます。

これに対し、GTS目標が達成されるシナリオでは、マラリアの医療費は同期間に1,620億ドル減少し、家族の負担を軽減
するとともに、他の公共部門の優先事項に投資するために公衆衛生予算が使えるようになる可能性があります。

2040 年までの予測
より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、個人およ
び政府にとって医療費を押し上げ続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削
減が2040年まで継続した場合、55億ドル超の上昇となり、またマラリアに対する予防的介入が資金不足のままであった
場合、800億ドル近く上昇すると見込まれます。
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The intensive care unit  in the Democratic Republic of Congo. Adobe Stock Images

マラリアの負担が大きくなると、外来患者および入院患者のサービスに対する需要を拡大するため、保健医療施設を圧迫
し、他の必要不可欠のサービスから保健システムのリソースを奪うことになります。この負担は、保健システムにとっての
費用という観点からだけでなく、患者にとっても薬剤、交通手段、生産性の損失といった自己負担費用を負うことになりま
す40。
アフリカの健康主権（Health Sovereignty）に対する欲求と勢いの両者が高まりつつある中、増加を続けるマラリアにより、
アフリカ諸国の政府が援助から離れて自国の全保健予算のオーナーシップで対処する方向に舵を切ることを難しくする
と考えられます41。マラリアは、保健システムを弱体化させ続ける一方で、他の用途（強固な保健システムを支えるための保
健インフラの構築や、住民が今後数十年間にわたって直面する疾患に取り組むための調査への資金提供）でより有効に使
われていたであろう貴重なリソースを消費します。

グローバルファンドは、国内の許容力および能力を強化するというアフリカの指導者たちの意欲を共有しており、実際に、
保健システム強化に対する支援がすべての投資の一要素であることを確実なものとするため、各国政府と歩調を合わせて
取り組んでいます。アフリカ諸国の政府は、医療支出の国内統治強化が効率の改善および費用対効果の最大化を実現する
と認識していますが、これらは両方とも医療に対する国のオーナーシップ拡大に向けた移行を促進するために肝要です。
この新たな意欲は、なぜ手に負えない状況になり、さらなる国内の潜在的可能性を一掃してしまう前に、なぜ今マラリア制
圧のために投資するのかということの重要性を示しており、すべての人びとによって重要な機会であると見なされなけれ
ばなりません42,43。

マラリアは、公衆衛生支出の相当な金額を占めており、地域流行国における予防および治療は、国の医療予算の大きな割合
を消費し、他の必要不可欠な医療分野における大規模な投資を国から奪っています。高額の自己負担費用は、人びとおよび
その家族にとって非常に高額な保健医療支出となり、人びとを更なる貧困へと追いやり、経済全体をさらに弱体化させる
可能性があります44。
間接費には、病気および死者による生産の減少が含まれます。成人労働者の減少および幼児や子どもの死亡率は、家族およ
び地域社会に長期的な経済的影響を及ぼします45。

マラリアは、アフリカ全域の保健システムにとって大きな負担であり、またこの負担は増大し続けています。グローバル
ファンドの資金提供が 20％削減された場合、2025 年～ 2030 年の間にマラリアの診断薬および治療薬の費用は 13 億
6,000万ドル増加します。
予防プログラムが完全に破綻する最悪のシナリオでは、費用は207億ドルに上昇します。

逆に、各国が支援を受けてGTS目標を達成した場合、医療支出は352億ドル減少し、マラリアの費用負担は（53％に）半減
すると考えられます。

この状況は、より長期的に見るとさらに際立ちます。今後15年間にわたり20％の削減が継続した場合、医療費は55億ド
ル増加すると考えられ、また予防的介入が一切なかった場合、費用は800億ドル近くまで上昇すると考えられます。

これに対し、GTS目標が達成されるシナリオでは、マラリアの医療費は同期間に1,620億ドル減少し、家族の負担を軽減
するとともに、他の公共部門の優先事項に投資するために公衆衛生予算が使えるようになる可能性があります。

2040 年までの予測
より長期的に見ると、持続的な資金不足と、マラリアの患者数およびマラリアによる死亡者数の継続的な増加は、個人およ
び政府にとって医療費を押し上げ続けると見込まれ、仮に現在のグローバルファンドの資金提供水準に対する 20％の削
減が2040年まで継続した場合、55億ドル超の上昇となり、またマラリアに対する予防的介入が資金不足のままであった
場合、800億ドル近く上昇すると見込まれます。
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ウガンダは、マラリアのリスクがある国民 4,200 万
人を抱え、推定で年間 1,200 万人の患者数を記録し
ています。この疾患管理の経験が数十年あるにもかか
わらず、ウガンダの保健システムは国内投資と国際的
資金提供の双方に依存しており、マラリアに関する物
資の 70％以上はグローバルファンドをはじめとす
るパートナー組織を通じて供給されています。

ウガンダ保健省の公衆衛生部門のディレクター Dr 
ダニエル・キャバインゼ（Daniel Kyabayinze）は、同
国は人材を育成し、保健インフラを構築したものの、
継続的支援なしにはマラリア患者数の急増にシステ
ムが持ちこたえることはできないと説明します。

「私たちは人材と保健医療施設を擁していますが、蚊
帳、散布、季節ごとのマラリアの化学的予防の100％
が外部の寄付者から提供されています。こうした物
資がなければ、システムは破綻するでしょう」

マラリアの患者数が急増した場合、病院や保健所は
すぐに逼迫します。マラリア患者は、無事に出産する
ために訪れる女性や予防接種が必要な子どもを締め
出します。公的な物資が底をついたとき、家族は民間
の薬局に頼るため、自己負担の支出は増加します。

「ウガンダは、このことを以前経験しています。2017
年から 2019 年の間、北部地区における屋内残留散
布の突然の供給停止によって大発生が起きました。
予防措置がなかったためマラリアの患者数は急増
し、病院は患者であふれ、決して失われるべきでな
かった子どもを失った家族は悲嘆に暮れました。
2017 年～ 2019 年の発生期間中、病院は混雑し、
子どもたちは死亡し、他の患者に対するサービスは
停滞しました。介入を停止すると、進展がゼロにリ
セットされるのです」

最も大きな影響を受けるのは、子どもたちと妊婦で
す。治療の遅れは、しばしば重症または脳マラリアに
つながり、それは、集中治療、静脈内治療、また時に人
工呼吸器を必要とします。これらのサービスは、紹介
病院以外では広く利用可能ではありません。家族は、
予防可能な病気のために子どもを失うことに直面し、
その波及効果は、生活、学校教育、精神的健康に及びま
す。

再興は、最前線の医療従事者にも負担を強います。ウ
ガンダの保健医療施設における最大 30％の患者は
すでにマラリアを患っており、さらなる急増により長
蛇の列ができ、燃え尽き症候群を引き起こし、他の緊
急事態に対する管理能力の低下が生じます。

寄付者、特にグローバルファンドの支援に関する削減
や遅延は破滅的だと考えられます。

「あらゆる子どもはその家族にとって 100％です。失
われたあらゆる子どもは数字ではなく、家族にとって
世界のすべてです。アフリカで私たちは国内資金調達
を強化、拡大していますが、マラリアは最貧国に集中
しているため、グローバルファンドの資金は依然とし
てきわめて重要です」

Dr キャバインゼは、新型コロナウイルス感染症と比
較して、世界の健康安全保障に対するより広範な影響
について次のように指摘しています。「マラリアはア
フリカの闘いではありません。気候変動に伴い、蚊は
より遠くまで、より速く広まる可能性があり、誰もが
危険にさらされることになります。予防に投資するこ
とは、世界の健康安全保障への投資であり、それは、蔓
延したら対応することを待つよりも、安価、安全、賢明
な投資です」

ウガンダの事例は、グローバルファンドが資金不足に
なることによって、人命が犠牲になるだけでなく、保
健システムが不安定化し、経済的生産性が害され、何
年もの進展が後退する危険を冒すことになると考え
られることを示しています。国内外双方からの持続的
投資は、家族、最前線の医療従事者、国の将来的成長を
守るためにきわめて重要です。

マラリアの再興により、
ウガンダの保健システムが
限界点を超える
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私たちは人材と保健医療施設を擁していますが、
蚊帳、散布、季節ごとのマラリアの化学的予防の
100％が外部の寄付者から提供されています。

こうした物資がなければ、システムは破綻するでしょう
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結論と提言
本報告書は、マラリアの制御および制圧への投資が人命の救助および病気の治療をはるかに超えていることを示していま
す。今日の投資は、将来の経済的成功の頭金です。病気にかからず、授業を受けて成長する子どもたちは、将来の経済発展を
けん引する可能性が高まります。

マラリアとの闘いは、耐性の増大、異常気象事象、住民の流動が私たちを後退させようと脅かす中、再興に向かう最悪の事態
の真っ只中にあります。投資拡大に失敗すると、マラリアの水準は上昇し、世界は1970年代以降経験したことのない水準
に引き戻される可能性あります。指導者たちは限られた財源の充当先について難しい決断を下す必要がありますが、本報
告書は、マラリア投資の削減が重大な過ちであると考えられることを明らかにしています。国々は、この予防可能な病気に
よって守ることができる最も弱い人びとの命を急速に失うだけでなく、経済成長が妨げられることを経験するでしょう。

2025年は、世界の医療エコシステムにとって大きな変化の年となっています。流行国は現在、自国の市民の命を規定する
公共医療に対する主権をかつてないほど主張しようとしています。本報告書は、マラリアが存続することにより、その取り
組みにもっとうまく活用される可能性のあるリソースを奪い続けることを明らかにしています。今後 10 年間でマラリア
撲滅への軌道に戻ることは、この行程において寄付者と流行国に同様に利益があることです。
軌道に戻り、成長を引き出し、確実に安定性を高めるためには、寄付者および流行国の指導者たちに加え、民間部門および慈
善事業家は、以下の事項に取り組むべきです。

アルテミシニンをベースとした併用療法（ACTs） 非重症の熱帯熱マラリア（P. falciparum）対する最も効果的な治療法

二国間貿易 特定の2か国間の貿易 .本報告書においては、サハラ以南アフリカ諸国とG7各国の間の輸出貿易

2030年までにアフリカのAIDS、結核を終息させマラリアを制圧するための触媒的枠組み（Catalytic Framework to 
End AIDS, Tuberculosis and Eliminate Malaria in Africa by 2030） マラリア制圧のためのアフリカ連合の政策
的枠組み

コモディティギャップ 国家のマラリア対策戦略に必要であるが、購入資金が足りないためにおこる重要な健康製品（蚊
帳、検査、治療薬など）の供給不足

国内資源の動員 国家がその国民のために自国の資金を調達および消費するプロセス。マラリア地域流行国がマラリア
罹患率を低下させるために重要な要素であると考えられている。

マラリア撲滅委員会（End Malaria Councils） マラリア対策を支援するために、政府、民間部門、宗教的、伝統的指導者、
市民社会、若者などの主要なリーダーを結集する、国有のマルチセクター型フォーラム

抽出産業 鉱業、石油、天然ガスなど、地下資源の採掘に関与する産業。本報告書で分析対象となっている主要セクターの
ひとつである。 

世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド） 世界最大の多国間保健資金供与機関。マラリア対策プロ
グラムに対する国際的な資金拠出の59％を担っており、これまでに203億米ドルを超える投資を行っている。

G7 7カ国首脳会議 . カナダ , フランス , ドイツ , イタリア , 日本 , 英国 , 米国で構成される政府間政治経済フォーラム

G20 20カ国・地域首脳会議 . 19の主権国 , 欧州連合 , アフリカ連合で構成される政府間フォーラム

健康主権（Health Sovereignty） 国家は自国の保健制度、予算、および公衆衛生上の優先課題に対して自律性および所
有権を持ち、外国からの援助への依存を減らすべきであるとする概念

人的資本 労働者の経験や技能の経済的価値。本報告書では、マラリアがいかに教育および認知能力の発達を阻害し、人
的資本を損なっているかという点について論じている。

地域流行国（Endemic Country） マラリアが恒常的に発生している国

ベクター制御  マラリアを媒介する蚊を標的とした駆除方法。本報告書で取り上げる主な例は LLINs（長期残効型殺虫
剤処理蚊帳）および IRS（屋内残留散布）である。

自己負担費用 本報告書では、マラリアの影響を受けた家庭にとってはこうした費用が家計破綻的なものになりうる点
を指摘している。

増資（グローバルファンドの） グローバルファンドが、そのプログラム継続のために、特定の期間について寄付者から資
金拠出の約束を取り付けるプロセス。本報告書では、次回の第8次増資に焦点を当てている。

再興（マラリアの） マラリアの症例数および死亡者数が大幅に増加し、これまでの進展が逆行するおそれのある状況。本
報告書では、潜在的なマラリア再興による経済的影響を資金拠出のシナリオ別にモデル化している。

RTS,S およびR21  WHOが承認する2つのマラリアワクチン

ヤウンデ宣言 : アフリカのマラリア高負荷国の保健大臣によるマラリア制圧の加速に向けた宣言

1.世界エイズ・結核・マラリア対策基金に十分な資金を供給する
マラリアの撲滅という目標に向けて強力な後押し「ビック・プッシュ」を実現するため、2025年の11月に、世界エ
イズ・結核・マラリア対策基金第8次増資に対し、すべての寄付者、特にG7諸国とパートナー各国が確実に十分
な資金を供給し、また、マラリア流行国自身によって行われる投資を支援および強化します。

2.2030年までにアフリカのAIDS、結核を終息させマラリアを制圧するための触媒的枠組み（Catalytic Framework 
to End AIDS, Tuberculosis and Eliminate Malaria in Africa by 2030）（Catalytic Framework）を実現する
その際、国内資源の動員を優先し、政治的意思を高めているアフリカ諸国の政府と協力します。

3.経済発展、世界の健康安全保障、マラリア制圧の間の関連性を認識する 
G20諸国は、今年の G20首脳会合に加え、保健、貿易、開発大臣会議を利用し、マラリア制圧が社会と経済の両者の
発展にとって枢要であると認識します。

4.マラリア向けの国内資金源を増やすため、民間部門とより効果的に協力する
本報告書は、より健康でより生産性の高い労働者の恩恵を享受する立場にある民間部門の関係者からの支援を求め
る余地が十分にあることを明らかにしています。すでに11の委員会全体で1億6,600万ドル超を調達した、国家
マラリア撲滅委員会（National End Malaria Councils）の創設がきわめて重要です。なぜなら、同委員会は、「社会全
体」でのマラリア対応を実現するために必要な複数の利害関係者による支援に寄り添い、重要な国内関係者を集中
させています。これらの委員会は、各国主導の多部門フォーラムであり、マラリアとの闘いを支援するため、政府、民
間部門、宗教的、伝統ある部門に加え、市民社会や若者からも上級幹部を招集しています。
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2025-2040

Projected Cases Projected Deaths

Scenario # #

1. Flatline 5.14 billion 12.25 million

2. Global Fund 20% 
Reduction 5.27 billion +134.62 million 12.58 million +330,032

3. No Prevention 7.17 billion + 2.03 billion 16.67 million +4.43 million

4. GTS Target 1.14 billion -3.99 billion 2.72 million -9.53 million

2025-2030

Projected Cases Projected Deaths

Scenario # #

1. Flatline 1.65 billion 2.75 million

2. Global Fund 20% 
Reduction 1.68 billion +33.44 million 2.83 million +82,071

3. No Prevention 2.18 billion +525.85 million 3.74 million +989,675

4. GTS Target 786.3 million -864.81 million 887,272 -1.86 million

47.06 trillion +2.53 trillion +5.68%

2025 - 2040

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 44.53 trillion

2. Global Fund 20% 
Reduction 44.50 trillion -30.18 billion -0.07%

3. No Prevention 44.13 trillion -401.86 billion -0.90%

4. GTS Target

2025 - 2030

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 13.56 trillion

2. Global Fund 20% 
Reduction 13.55 trillion -5.14 billion -0.04%

3. No Prevention 13.47 trillion -83.00 billion -0.61%

4. GTS Target 13.79 trillion +231.14 billion +1.71%
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健康主権（Health Sovereignty） 国家は自国の保健制度、予算、および公衆衛生上の優先課題に対して自律性および所
有権を持ち、外国からの援助への依存を減らすべきであるとする概念

人的資本 労働者の経験や技能の経済的価値。本報告書では、マラリアがいかに教育および認知能力の発達を阻害し、人
的資本を損なっているかという点について論じている。

地域流行国（Endemic Country） マラリアが恒常的に発生している国

ベクター制御  マラリアを媒介する蚊を標的とした駆除方法。本報告書で取り上げる主な例は LLINs（長期残効型殺虫
剤処理蚊帳）および IRS（屋内残留散布）である。

自己負担費用 本報告書では、マラリアの影響を受けた家庭にとってはこうした費用が家計破綻的なものになりうる点
を指摘している。

増資（グローバルファンドの） グローバルファンドが、そのプログラム継続のために、特定の期間について寄付者から資
金拠出の約束を取り付けるプロセス。本報告書では、次回の第8次増資に焦点を当てている。

再興（マラリアの） マラリアの症例数および死亡者数が大幅に増加し、これまでの進展が逆行するおそれのある状況。本
報告書では、潜在的なマラリア再興による経済的影響を資金拠出のシナリオ別にモデル化している。

RTS,S およびR21  WHOが承認する2つのマラリアワクチン

ヤウンデ宣言 : アフリカのマラリア高負荷国の保健大臣によるマラリア制圧の加速に向けた宣言

Impact of malaria on future loss of earnings potential

Projected impact of malaria on export trade revenue for the Africa region
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+545.36 billion +5.45%

2025 - 2040

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 10.02 trillion

2. Global Fund 20% 
Reduction 10.01 trillion -6.51 billion -0.07%

3. No Prevention 9.94 trillion -76.66 billion -0.77%

4. GTS Target 10.56 trillion

2025 - 2030

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 3.06 trillion

2. Global Fund 20% 
Reduction 3.06 trillion -1.11 billion -0.04%

3. No Prevention 3.05 trillion -16.23 billion -0.53%

4. GTS Target 3.11 trillion +49.82 billion +1.63%

-171.37 billion -78.20%

2025 - 2040

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 219.14 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 224.82 billion +5.68 billion +2.60%

3. No Prevention 301.24 billion +82.10 billion +37.47%

4. GTS Target 47.77 billion

2025 - 2030

Projected GDP

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 65.17 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 66.48 billion +1.32 billion +2.02%

3. No Prevention 84.90 billion +19.73 billion +30.28%

4. GTS Target 31.00 billion -34.17 billion -52.43%



Projected impact of malaria on bilateral trade with G7 partners

4. GTS Target 643.14 billion +10.30 billion +1.60%

-0.04%

3. No Prevention 159.58 billion -850 million -0.53%

4. GTS Target 163.04 billion +2.61 billion +1.60%

G7 Combined
(20.67%)

1. Flatline 632.84 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 632.61 billion -230 million -0.04%

3. No Prevention 629.49 billion -3.35 billion -0.53%

91.85 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 91.82 billion -30 million -0.03%

3. No Prevention 91.36 billion -490 million -0.54%

4. GTS Target 93.34 billion +1.50 billion +1.61%

United States
(5.24%)

1. Flatline 160.43 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 160.37 billion -60 million

Japan
(2.66%)

1. Flatline 81.44 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 81.41 billion -30 million -0.04%

3. No Prevention 81.01 billion -430 million -0.53%

4. GTS Target 82.76 billion +1.33 billion +1.61%

United Kingdom
(3.00%)

1. Flatline

+1.44 billion +1.60%

Italy
(2.36%)

1. Flatline 72.25 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 72.23 billion -20 million -0.04%

3. No Prevention 71.87 billion -380 million -0.53%

4. GTS Target 73.43 billion +1.18 billion +1.61%

+1.42 billion +1.60%

Germany
(2.90%)

1. Flatline 88.79 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 88.76 billion -30 million -0.03%

3. No Prevention 88.32 billion -470 million -0.53%

4. GTS Target 90.23 billion

+1.61%

France
(2.85%)

1. Flatline 87.26 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 87.23 billion -30 million -0.03%

3. No Prevention 86.79 billion -460 million -0.53%

4. GTS Target 88.68 billion

(1.66%)

1. Flatline 50.82 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 50.80 billion -20 million -0.03%

3. No Prevention 50.55 billion -270 million -0.53%

4. GTS Target 51.65 billion +830 million

2025-2030 Impact of Malaria on Africa Export Trade to G7 Countries

Country (SSA Export 
Share 2022) Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

Canada
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2,183.30 billion +112.73 billion +5.16%

-340 million -0.06%

3. No Prevention 520.89 billion -4.02 billion -0.77%

4. GTS Target 553.48 billion +28.58 billion +5.16%

G7 Combined
(20.67%)

1. Flatline 2,070.57 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 2,069.23 billion -1.35 billion -0.07%

3. No Prevention 2,054.73 billion -15.84 billion -0.77%

4. GTS Target

(5.24%)

1. Flatline 524.91 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 524.57 billion

(3.00%)

1. Flatline 300.52 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 300.32 billion -200 million -0.07%

3. No Prevention 298.22 billion -2.30 billion -0.77%

4. GTS Target 316.88 billion +16.36 billion +5.16%

United States

(2.66%)

1. Flatline 266.46 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 266.29 billion -170 million -0.06%

3. No Prevention 264.42 billion -2.04 billion -0.77%

4. GTS Target 280.97 billion +14.51 billion +5.16%

United Kingdom

(2.36%)

1. Flatline 236.41 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 236.25 billion -150 million -0.06%

3. No Prevention 234.60 billion -1.81 billion -0.77%

4. GTS Target 249.28 billion +12.87 billion +5.16%

Japan

(2.90%)

1. Flatline 290.50 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 290.31 billion -190 million -0.07%

3. No Prevention 288.28 billion -2.22 billion -0.77%

4. GTS Target 306.32 billion +15.82 billion +5.16%

Italy

(2.85%)

1. Flatline 285.49 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 285.31 billion -190 million -0.07%

3. No Prevention 283.31 billion -2.18 billion -0.77%

4. GTS Target 301.04 billion +15.54 billion +5.16%

Germany

(1.66%)

1. Flatline 166.29 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 166.18 billion -110 million -0.07%

3. No Prevention 165.01 billion -1.27 billion -0.77%

4. GTS Target 175.34 billion +9.05 billion +5.16%

France

+/- %

Canada

2025-2040 Impact of Malaria on Africa Export Trade to G7 Countries

Country (SSA Export 
Share 2022) Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD)



2025 - 2040

Projected Tourism Revenue

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 604.45 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 603.97 billion -477.30 million -0.08%

3. No Prevention 597.27 billion -7.18 billion -1.19%

4. GTS Target 618.59 billion +14.13 billion +2.34%

2025 - 2030

Projected Tourism Revenue

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 218.21 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 218.08 billion -130.54 million -0.06%

3. No Prevention 216.17 billion -2.05 billion -0.94%

4. GTS Target 221.61 billion +3.40 billion +1.56%

2025 - 2030

Projected Lost Agricultural Productivity

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 13.72 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 14.00 billion +275.69 million +2.01%

3. No Prevention 18.02 billion +4.30 billion +31.34%

4. GTS Target 6.51 billion -7.22 billion -52.6%

2025 - 2040

Projected Lost Agricultural Productivity

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 46.95 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 48.16 billion +1.12 billion +2.58%

3. No Prevention 65.02 billion +18.07 billion +38.48%

4. GTS Target 10.13 billion -36.82 billion -78.40%

Projected impact of malaria on agriculture sector

Projected impact of malaria on tourism sector
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Projected impact of malaria on health sector
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2025 - 2040

Projected Lost Agricultural Productivity

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 208.61 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 214.08 billion +5.47 billion +2.62%

3. No Prevention 288.48 billion +79.87 billion +38.29

4. GTS Target 46.34 billion -162.27 billion -77.79%

2025 - 2030

Projected Lost Agricultural Productivity

Scenario Estimate ($USD) +/- ($USD) +/- %

1. Flatline 67.33 billion

2. Global Fund 20% 
Reduction 68.70 billion +1.36 billion +2.02%

3. No Prevention 88.04 billion +20.71 billion +30.77%

4. GTS Target 32.09 billion -35.25 billion -53.35%
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